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組織的な大学院教育改革推進プログラムは、平成 �7 年９月５日に中央教育審議会において

答申が出された「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて－」及び

平成 �8 年３月 30 日に策定された「大学院教育振興施策要綱」を受けて、平成 �9 年度から

文部科学省が実施した事業です。本事業は、同答申の審議と並行して実施された「魅力ある大

学院教育」イニシアティブ事業の「大学院教育の実質化」という目的を引き継ぎ、新たに高度

人材養成などを視野に入れ、支援期間を２年から３年とするなど発展的に展開したものです。

本事業の内容は、社会の様々な分野で幅広く活躍する高度な人材を育成する大学院博士課程、

修士課程を対象として、優れた組織的・体系的な教育取組に対して重点的な支援を行うもので

した。それにより、大学院教育の実質化及びこれを通じた国際的教育環境の醸成を推進すると

ともに、採択された取組を広く社会に情報提供することにより、今後の大学院教育の改善に活

用することを目的としていました。

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会では、この事業の目的を踏まえ、平成 �9 年

度から 2� 年度の３年間に採択された教育プログラムについて、各補助事業期間終了年度の翌

年度に、計画の実施（達成）状況等の評価（事後評価）を行いました（計２２０件）。事後評

価の結果は、各大学にフィードバックし、今後の自主的・恒常的な展開のため、その活動の成

果と併せて広く社会に公表しています。

本書は、①平成 22 年度から 24 年度に実施した事後評価の結果、②各教育プログラムで実

施された取組の事例、③補助事業期間終了後に各大学から回答いただいたアンケート結果、④

補助事業期間終了後の大学の取組の状況などについて、あらためて広く社会に周知することを

目的としています。
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１　事後評価の目的等

事後評価は、本事業の目的等を踏まえ、各教育プログラムの計画の実施（達成）状況等を評

価し、①評価結果をフィードバックすることにより、補助事業終了後の当該教育プログラムに

関する教育研究活動の今後の持続的な展開を促し、その水準の一層の向上に資するために適切

な助言を行うこと、②各大学院における大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強化）

のための取組の成果等を明らかにし、社会に示すことにより、今後の大学院教育の改善・充実

を図り、その活動について、広く国民の理解と支持が得られるよう、支援・促進していくこと

を目的としています。

また、評価結果を文部科学省に報告し、我が国の大学院教育の更なる充実のための施策等の

検討に資することを目的としています。

２　事後評価の実施体制

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会の下に、幅広く多面的な視点から各大学院に

おける教育研究活動等の状況を総合的見地から評価するため、「総合評価部会」及び分野別の

「人社系事後評価部会」、「理工農系事後評価部会」、「医療系事後評価部会」を設置し、調査・

分析を行いました。

なお、実施体制及び委員会・各部会の役割は次のとおりです。

○実施体制

「組織的な大学院教育改革推進プログラム」事後評価

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会

分野別事後評価部会

人社系事後評価部会 理工農系事後評価部会 医療系事後評価部会

総合評価部会
（正副委員長、各系正副部会長等で構成）

組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会委員及び専門委員で構成

※分野別事後評価部会の評価に際しては、各専門分野の委員及び専門委員により部会を
編成し、幅広く多面的な観点から、大学院教育の取組を評価
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　○組織的な大学院教育改革推進プログラムの役割

　・組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会

①　組織的な大学院教育改革推進プログラム委員会（以下「プログラム委員会」という）は、

本プログラムの事後評価の基本方針を定め、その実施に必要な具体的内容・方法等を決

定し、その下に総合評価部会、分野別事後評価部会を編成しました。

②　分野別事後評価部会から総合評価部会にいたる各教育プログラムのまとめを受け、事

後評価結果を決定しました。

　・総合評価部会

総合評価部会は、原則として委員長、副委員長、分野別事後評価部会部会長・副部会長

で構成し、分野別事後評価部会から報告のあった各教育プログラムの事後評価結果の総

合調整を行った上で、各教育プログラムの実施大学に対し事前にその内容を開示しまし

た。当該大学から、開示された事後評価結果に対し意見の申立てがあったものについては、

申立ての内容について審議を行い、申立てへの対応および事後評価結果の再度の事前開

示を行いました。再度の意見申立てについては、評価の範囲における審議結果が事実誤

認である場合に限り受け付け、その申立ての内容について再度審議を行い、最終的な事

後評価結果をまとめ、各教育プログラムの事後評価結果をプログラム委員会に報告しま

した。

　・分野別事後評価部会

分野別事後評価部会は、プログラム委員会が決定する基本方針に基づき、それぞれの分

野ごとに書面評価を行い、書面評価に基づく合議評価、必要に応じて現地調査を行った

上で、各教育プログラムの事後評価結果をまとめ、総合評価部会に報告しました。
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評価せず
1件
0%

全系（3系）の３ヶ年度分の割合

目的は十分に
達成された35件
16%

目的はある程度
達成された48件
22%

目的はほぼ
達成された137件
62%

15件
28%

7件
13%

31件
59%

H20年度採択分の割合

H19年度採択分の割合 H19年度採択分の割合

8件
32%

2件
8%

15件
60%

4件
36%

7件
64%

人社系の３ヶ年度分の割合
目的は十分に
達成された9件
10%

目的はある程度
達成された27件
30%

目的はほぼ
達成された53件
60%

H21年度採択分の割合

目的は十分に
達成された20件
22%

目的は十分に
達成された6件
14%

目的はある程度
達成された13件
15%

目的はある程度
達成された8件
19%

評価せず
1件
3%

1件
5%

目的はほぼ
達成された57件
63%

3件
27%

2件
18%

6件
55%

H21年度採択分の割合

H20年度採択分の割合

H19年度採択分の割合

H21年度採択分の割合

H20年度採択分の割合

4件
15%

5件
19%

17件
66%

6件
11% 13件

25%

34件
64%

理工農系の３ヶ年度分の割合 医療系の３ヶ年度分の割合

目的はほぼ
達成された27件
64%

1件
14%

1件
14%

5件
72%

3件
20%

3件
20%

9件
60%

4件
20%

2件
10%

13件
65%

３　事後評価結果

（1）事後評価結果の割合
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　（2）事後評価結果一覧（系別）
※事後評価結果は、以下の４段階の評価のいずれかとなります。
　 「目的は十分に達成された」「目的はほぼ達成された」「目的はある程度達成された」「目的はあま

り達成されていない」

【 人 社 系 】
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【 理 工 農 系 】
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【 医 療 系 】
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１　各教育プログラムで実施された取組内容

各教育プログラムの全般的な特徴として、社会の様々な分野で幅広く活躍する高度な人材の
育成を目的とした多様な教育プログラムが計画され、各大学院の個性・特色を生かした組織的
な人材養成の取組が展開されました。それぞれの分野の特性、目的に応じた手法が創意工夫さ
れ、大学院教育の実質化の面では、主に以下のような取組が実施されました。

「組織的な大学院教育改革推進プログラム」で実施された取組

コースワークの充実・強化など
教育課程に係る取組

・分野横断的な科目群、副専攻科目群、研究科共通科目等の開講
・国内外の大学との単位互換協定やダブル・ディグリー制度、デュアル・ディグリー制度等の導入
・修士課程入学と同時に各研究室には配属せず、一定期間を共通研究室に所属させることによる組織的な個人指導の実施
・５年一貫制の研究科における博士前期課程の段階で、他専攻を含む複数の研究室でそれぞれ数週間ずつ研究現場を体験す

るラボ・ローテーションに学生全員が参加

・英語による学術的コミュニケーションの能力向上を目的とした少人数プログラムの実施
・外国人英語指導教員によるライティング及びプレゼンテーション講習の実施
・英語支援室の設置

・プロジェクト型学習（ＰＢＬ）の実施
・他大学との共同研究事業の一環としてのワークショップ等の企画・実施
・最先端の分野や学際領域のカリキュラムについて、他研究科や学内組織との連携による履修への組み込み
・分野間にまたがる研究会を学生主体で開催し、関連分野の基礎的素養を習得できるプログラムの実施

・分野の第一線で活躍する海外の研究者等の招聘による最先端研究の講義の実施
・学生が課程修了後に高度専門職業人として活躍することを目的とした実務・実践科目の充実・強化
・海外研修、分野横断的なミニ・プロジェクトワーク、関係機関におけるインターン研修などの実践的な取組の展開
・プログラムが目指す人材養成のためのカリキュラムの構築、実務経験を積むことができるようにするための実務家担当科

目群の設定

・Web により常時閲覧できる評価支援システムを活用した中間審査等を行うことによる円滑な学位授与の推進
・研究科独自の賞による成績優秀者の褒賞

・分野横断的な（指導教員と他分野の教員による）複数指導体制の整備
・論文作成を支援する各種セミナーの実施
・ポートフォリオ等を活用した到達度の把握と研究指導の充実
・論文執筆の相談等、研究生活全般にわたる助言を行うアドバイザー制度の導入
・修士・博士論文研究を通じて研究能力の効果的な習得に資することを目的とした研究リテラシー教育の実施
・英語論文作成支援ソフトの配布など、英語の論文作成に係る支援
・インターンシップ等を組み込む海外での経験を踏まえた修士論文作成プログラムの実施
・学生の視野を広げ、アウトプットを意識させるための産業界を含めた学内外のスーパーバイザーによる研究指導や研究討論

・ＦＤ活動等を通じた学位審査基準および成績評価基準等の改善

円滑な学位授与の促進に係る取組
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・国内外におけるインターンシップ・フィールドワークの充実
・学外実習連携施設を増やして多様な学習活動に対応できるようにしたことによる、現場で通じる臨床実践力の強化
・インターンシップの実施による、産学双方の人材育成への効果の還元

・業界団体との教育連携による資格取得
・企業等と学生が共同で課題を解決するプロジェクト型教育の実施
・行政、ＮＰＯ、企業等と連携して地域社会の問題に取り組む現場重視型プロジェクトの実施

・アカデミックボランティアの実施による地域社会への貢献
・大学院生・研究者等の積極的な受入・派遣による大学院教育の国際化
・国際アドバイザリーボードの設置によるグローバル化への対応
・海外の大学院との協定等の拡大および連携強化
・実際の金融市場の具体的なデータを用いた分析を行う授業による実証研究能力の向上化
・テレビ会議システムを利用して海外の協力機関からリアルタイムな事例を学べる講義の実施

・ティーチング・アシスタント（ＴＡ）、リサーチ・アシスタント（ＲＡ）制度による修学上の支援
・国内外の学会発表、実習等の経費支援
・学内公募による研究資金配分制度の実施

・ポートフォリオを用いた指導による、教育の効率化
・異なる専攻の学生・教員が交流できる部屋の整備・充実
・学生全員への演習用コンピュータの貸与
・英会話演習ソフトおよび英語論文作成支援ソフトの配布による学生自身の効率的な学習の支援
・海外の大学や研究機関での研修による、英語で研究発表や討議を行う場の設定
・連携大学を含む複数の拠点間において遠隔講義システムによる臨場感のある講義の受講

・昼夜開講、休日開講などによる社会人学生への履修上の配慮
・社会人等の多様な学生に対応するための、ｅ－ラーニング、テレビ会議システム等の ICT 技術を利用した遠隔教育の推進

国外機関、産業界、地域社会等と連携
した人材養成機能の強化に係る取組

大学院生の学修・研究環境の
充実に係る取組
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２　特に波及効果が期待できる取組の例

平成１９年度から平成２１年度までに採択され事後評価の対象となった２２０件の教育プロ
グラムの中で、特に波及効果が期待でき、他大学への参考となりうる取組という観点から、以
下の事例を紹介します。（各教育プログラムの詳細については、各年度の事後評価結果報告書（別
冊）をご参照ください。）

　○「キャリアデザインの場としての大学院」
（一橋大学社会学研究科）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、社会が大学院に求める基盤的・専門的知識及び先端的・実践的ス

キルを身に付けた高度職業人と研究者の養成を目的としており、多様な高度職業人科目と
キャリア支援事業とをパッケージとして展開するなど、大学院教育を実質化している。

また、キャリアデザイン推進室委員会を中心に、アカデミックとノンアカデミック双方
について、入り口（修学準備支援）から出口（進路支援）にいたるまで一貫したキャリア
支援教育を展開するプログラムであり、キャリア支援教育のモデルケースといえ、プログ
ラム実施により、大学院生の研究意欲が高まるなど学位授与や就職に大きく貢献している。

　○「経営学研究者の先端的養成プログラム」
（神戸大学経営学研究科会計システム専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、国際的に通用する研究能力と実務家教育も可能な教育能力を兼ね

備えた高度な経営学研究者の養成を目的としており、コースワークとゼミの間を補完する
多彩な各種セミナー、ラーニングファシリテーターの活用、アクションリサーチなど、細
部まで注意深く教育プログラムが作り込まれ、教育課程の充実による実質化の好例である。

また、プログラム実施により、高い成果を上げることへの研究意欲が高まり、大学院生
の海外学会報告や海外査読論文などの成果に確実に結びついている。

　○「異文化相互批判が可能にする高度人材育成」
（多摩美術大学美術研究科デザイン専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、高度な美術・デザイン分野で、様々な状況に柔軟に対応できる人

材の育成を目的としており、ホームページ上で学生の作品を公開し、学内はもとより、他
分野・海外を含む他大学の学生からも閲覧・批評を可能としたシステムである「クリティ
カルノート」を構築した。

本システムを教育ツールとして活用する場としての「国際講評会」を実施して国際ネッ
トワークを強化するなど、クリティカルノートと国際講評会の組合せによる教育は、分野
を超えた横の繋がりにより、学生の意欲の向上に結びついているとともに国際化にも寄与
するものとして、他の美術系大学院への波及効果も期待される優れたプログラムである。

　○「古典力と対話力を核とする人文学教育」
（神戸大学人文学研究科文化構造専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、古典力と対話力を核として、異なる専門を理解し融合する能力を

持つ人材養成を目的としている。古典力と対話力の養成のために「人文学フュージョンプ

【 人 社 系 】
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ログラム」が開発され、具体的には、大学院共通科目として博士前期課程が対象の「古典
力基盤研究」、博士後期課程が対象の「古典力発展演習」を開講し、カリキュラム整備を行っ
た。また、古典力と対話力の涵養の場としての古典ゼミナール、学術的展開の場としての
コロキウム、市民へのアウトリーチの場としての古典サロン、社会との学術的対話の場と
してのフォーラムなど、多彩な取組を通して、大学院生の自主的研究と社会的、国際的な
活動の場を連動させることで、学生自身の研究成果を重視した従来のコースワークにはな
い大学院教育の可能性を提示している。

また、学生が修業年限内にスムーズに論文を執筆するためのサポートとして「チュート
リアル」制度（博士後期課程の学生、ＰＤ、または外部講師による個別研究指導を行う制度）
を設けるなど、円滑な学位取得への改革が行われた。

こうした取組により、支援期間前に比べて大学院生の自主的活動が活性化し、学会発表
数や論文発表数が増加したこと、標準修業年限内での学位授与率が向上し、論文の質も高
められたことなど、本教育プログラムによる成果は文科系大学院における大学院改革の一
つのモデルとして、波及効果も期待されるものである。

　○「グローバルな文化財修復技能者の実践的養成」
（吉備国際大学文化財保存修復学研究科文化財保存修復学専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、漆芸品の修復技術者を養成する専攻を設立したことを背景に、国

際的な広い視野を持つ文化財修復技能者の養成を目的として、大学院生が文化財を世界的
な視野で捉えられる工夫がなされている。

カリキュラム（学則）を変更して外国語（英語）科目や専門的科目を新設するとともに、
海外インターンシップの実践など、教育課程の改善を図り、そのための教員組織の整備も
行われている。

修士課程の学生は、修士学位論文を提出後、大学が所有する美術館において「修了展」
を開催することで、修復作品を展示発表するとともに、来館者（第三者）に自らの修士論
文の内容を説明し、評価を受けている。この取組に向けて、学生は技術修得や論文執筆へ
の意欲を高めている。

こうした取組の成果は、学生の語学力のアップや高い水準での学位授与率の維持、定員
充足率の向上につながっているほか、高度専門職業人を輩出することで社会のニーズにも
応えている。

保存修復科学という、日本が先進的な一翼を担う分野における技術者の養成は、国際的
な競争の中で卓越した地位を得る可能性を持っており、世界の博物館や美術館に所蔵され
ている漆芸品の保存修復を対象として国際性を重視する教育を取り入れた本教育プログラ
ムは、類似する他分野の大学院教育への波及効果も期待できる優れた取組である。

「
組
織
的
な
大
学
院
教
育
改
革
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
で
実
施
さ
れ
た
取
組



【 理 工 農 系 】

20

　○「学生の個性に応じた総合力を育む大学院教育」
（福井大学工学研究科）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、人間社会の豊かな発展に貢献する高度な人材育成を目的としてお

り、コースワークの充実、カリキュラムのオーダーメイド化、ＰＢＬ教育の実施など、多
様な取組により教育課程を充実させている。

また、高度人材センターによる大学院教育のサポートやプログラムの実施成果の検証・
改善など、ＰＤＣＡサイクルを回すための方策も充実しており、バランスの良いカリキュ
ラムによって学生が主体的に学習できる優れたプログラムである。

　○「産業技術が求める数学博士と新修士養成」
（九州大学数理学府数理学専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、産業技術が求める数理科学者・高度職業人の養成を充実化すると

ともに、数学の教育研究者養成についても発展させる取組であり、１専攻に純粋数学と応
用数学を主にする２つのコースを設定しているが、協調的に発展するなど構想どおり展開
している。

また、大学院生への海外渡航支援、英語講義による国際コミュニケーション力の向上や
英語論文の校正支援などによる成果として、海外学会での発表及び国際学術誌への論文発
表が大幅に向上するとともに、産業界への長期のインターンシップ、企業のニーズに触れ
る継続的なスタディーグループの実施による新たな就職先の開拓など、キャリアパス形成
に大きく貢献している。

　○「企画評価力を備えた創造的生命研究者の育成」
（首都大学東京理工学研究科生命科学専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、大学院生が自らの発想に基づき、研究を企画・遂行していくため

に必要な能力を涵養することを目的としており、自主的なアウトリーチ活動を組織運営す
る「企画経営演習」、学生主体による海外研究者招聘や国際シンポジウムを企画する「国際
実践演習」、世界的な研究動向を踏まえたテーマ設定による競争的資金獲得の実践を行う「研
究評価演習」が新設され、多くの学生が自主的な企画に取り組むこととなり、参加学生の
満足度も非常に高いなど、大学院教育の改善・充実に大きく貢献している。

また、教育改革の推進体制が整備され、教育効果の検証に基づいた、今後の継続・改善
への方策がきめ細かく検討されている。

　○「個性を磨く原子力大学院教育システム」
（東京工業大学理工学研究科原子核工学専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、幅広い原子力分野の基礎的素養の涵養を図り、学際的な原子力分

野への対応能力を含めた専門応用能力、プロジェクトの企画・マネジメント能力を身につ
けさせることを目的としている。多様な分野から進学してくる学生を、修士課程 � 年生の
前半は研究室に所属させず、共通の ｢コース室｣ 所属として、コース室スタッフによる組
織的な個人指導、マルチラボ・トレーニング、基本コースワーク科目による教育等を行う
ことにより、幅広い視野をもつ原子核工学の研究者・専門家の育成に効果を上げている。

また、教育コーディネータの配置やポートフォリオ・マネジメントの運用による指導など、
多様な取組により大学院教育を実質化している。
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　○「食づくり実践型農と食のスペシャリスト養成」
（新潟大学自然科学研究科生命・食料科学専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、高度な食品研究開発能力を備え、かつ農の現場を理解した、地域

に根ざした実践型のスペシャリストの養成を目的としている。スペシャリスト養成のため
に、農と食の両コースにおいて共通の必修科目を設定するとともに、それぞれのコース独
自の科目を履修させることで、農から食までの幅広い知識と専門知識の両方を修得させて
いる。

また、それを基盤として、食づくりプロジェクト、企画実践型インターンシップ、食づ
くり国際インターンシップなどを実施することで、学生は、自分の研究の社会的意義づけ
の認識を得ながら様々な経験を積むことができ、時代に合わせた高度専門職業人を養成す
る一つのモデルケースといえる。

　○「アジア都市問題を解くハビタット工学教育」
（九州大学人間環境学府都市共生デザイン専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、持続可能な都市建築を創造するため、鳥瞰力、実践力、国際力を

兼備した専門家を育成することを目的としている。ハビタット学際基礎、リサーチキャンプ、
海外留学、海外インターンシップ、キャリアパスを考えるための講義やフォーラムの開催
などの取組からなる人材能力開発カリキュラムを配置し、既存のカリキュラムと連携して、
体系的に多様な取組を展開できる教育実施体制を整備しており、大学院教育の実質化に貢
献している。

また、アジアを中心とした都市建築学分野の国際ジャーナルが少ない中で、国際学術誌
などを刊行して、大学院教育の成果の効果的な情報発信方法を開拓している。

　○「システム創成プロフェッショナルプログラム」
（大阪大学基礎工学研究科システム創成専攻）〔平成２１年度〕
本教育プログラムは、科学と技術の融合による学際的なシステムの創成を担う高度人材

の育成を目的として、大学院教育実質化のための取組を実施している。
具体的には、専攻が提供する基盤専門カリキュラムではカバーしきれない最先端研究分

野や研究科で提供できない学際領域のカリキュラムについて、他研究科や学内組織との連
携により履修に組み込む「高度副プログラム」や、自発的研究力啓発のために、自発的発
表を英語で行う「英語プレゼンテーション」、自由な研究構想力を養成するための仮想研究
提案訓練「リサーチプロポーザル」を大学院セミナー内で履修させるなど、学生に幅広い
分野の素養と高度な専門性を獲得させるとともに、コミュニケーション能力の向上を図っ
ており、要点を明確にした上できめ細かい様々な取組を実施している。

また、本取組で開発した「院生ポートフォリオ」による教員と学生間のコミュニケーショ
ンメソッドが全学の教養教育にも取り入れられるなど、本プログラムによる経験が学内に
おける教育環境の整備にもつながっており、他大学の参考となる取組である。

　○「新領域を切り拓く光ナノ研究者の養成」
（奈良先端科学技術大学院大学物質創成科学研究科物質創成科学専攻）〔平成２１年度〕
本教育プログラムは、物質科学に関する高度な専門知識を基盤に、研究・開発を主体的

に担う人材を育成し（博士前期課程）、産官学を問わず物質科学の融合領域で国際的に活躍
し、次世代を担う創造性の豊かな研究者を育成する（博士後期課程）ことを目的としている。
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自律的な研究者に必要な自学・自修の精神を養うプログラムの整備として、博士後期課
程を対象とした、①学生が主体となって企画立案した国際セミナーの開催について審査に
基づき支援する「提案公募型国際セミナー開催支援制度」、②優れた研究提案に対して研究
費の支援をする「競争的研究支援制度と提案型演習科目」などの取組により、自律的な研
究遂行能力や研究経営能力などの研究者としての素養を身につけさせており、学生一人当
たりの国際学会での発表件数が当初計画よりも大幅に上回るなどの成果が得られている。

また、教育のプロセス管理の高度化のために、従来から実施している複数指導教員制の
充実や博士前期課程講義科目の整備、専門科目の英語化による博士後期課程の国際化対応、
Web を利用した評価支援システムの活用等による円滑な学位授与のための指導などに取り
組んでおり、標準修業年限内の学位授与率は高く推移している。

それぞれのテーマについて丁寧な準備と指導が十分なされており、今後の大学院教育プ
ログラムの一つのモデルとして、波及効果も期待される。

　○「メディカルゲノムサイエンス・プログラム」
（東京大学新領域創成科学研究科メディカルゲノム専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、生命科学医科学研究者・技術者の養成を目的としており、様々なバッ

クグラウンドを有する non-MD 学生を医科学研究者に養成するために、事前教育を充実さ
せた病院実習、学生インセンティブに資するプログラム修了証の発行、英語による情報収
集や発表能力養成を目的とする「研究科国際演習」など充実した取組がなされ、大学院生
の入学状況、論文発表、学位授与の実績が大きく向上するなど、大学院教育の実質化に貢
献している。

　○「共通・分野別教育統合による医学研究者育成」
（京都大学医学研究科医学専攻）〔平成１９年度〕
本教育プログラムは、国際的に強力なリーダーシップを発揮しうる優秀な医学研究者・

医療専門家の育成を目的としており、共通導入コース、共通発展コースの実施や所属教室、
基礎臨床の区別を超えた横断型の研究発表・討論会を行う大学院分野別教育コースの実施
など、入学当初から大学院生の目的意識向上や基礎訓練の徹底を図るなど大学院教育の実
質化に貢献しており、自主性および思考力を育成できる優れたプログラムである。

　○「国際保健分野特化型の公衆衛生学修士コース」
（長崎大学国際健康開発研究科国際健康開発専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、開発途上国の現場で活躍できる実践的な問題解決能力を有する人

材の育成を目的としている。学際的教育実施のための国際基準を満たすカリキュラムを構
築し、国際協力の現場での実践的能力涵養を目指した途上国における短期フィールド研修、
長期インターンシップを必修科目として実施することなどにより、段階的に実務能力を修
得できる、社会のニーズに沿った人材育成モデルとして、波及効果が期待される優れた取
組である。

また、国際保健の現場からの日本への期待に応えるべく、感染症対策や母子保健の人材
育成に焦点を絞った本プログラムを実施し、修士論文または他大学の参考になる課題研究
報告書により、途上国において保健医療の実務に取組む者には不可欠とされる Master of 

【 医 療 系 】
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Public Health（MPH：公衆衛生学修士）の学位授与者を輩出している。

　○「臨床・基礎・社会医学一体型先端教育の実践」
（熊本大学医学教育部）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、臨床・基礎・社会医学の講座ごとの教育体制を単一専攻に統一し、

研究マインドを持つ人材育成を教育の大きな柱に位置付け、体系的に整理された領域横断
的な教育プログラムを実施しており、臨床・基礎・社会医学一体型の先端医学教育をより
効果的に実践する特色あるプログラムである。

また、学際的人材、国際的人材の育成に向けた多様な取組により、大学院生の研究意欲
が高まり、国内、国外の学会発表や論文発表数が確実に増加するなど、大学院教育の実質
化に大きく貢献しており、今後、医学系の広い分野への展開が期待される。

　○「創薬に向けた医薬科学を先導する人材の養成」
（慶應義塾大学医学研究科医科学専攻）〔平成２０年度〕
本教育プログラムは、医学研究科と薬学研究科の協力体制の下、創薬に向けた医薬科学

を先導できる人材の養成を目的としている。所属研究室での深い研究を中心とするための
マンツーマン指導体制を始めとして、基礎教育、サマースクールや臨床体験プログラム、
研究クラスターによる所属研究室以外での最先端研究体験など、医学薬学研究への段階的
な動機付けと訓練を可能とする体系的な教育プログラムを構築している。

また、各種の横断的で学際的なプログラムの実施により、大学院生の海外学会発表や論
文発表数などの成果にも確実に結びついており、自律的に活動できる研究者養成のための、
実効性の高い優れたプログラムである。

　○「国際連携による熱帯感染症専門医の養成」
（長崎大学医歯薬学総合研究科熱帯医学専攻）〔平成２１年度〕
本教育プログラムは、日本で唯一の熱帯医学専門家を養成する当該専攻の人材育成目標

である国際性を持つ熱帯医学の高度専門職業人の育成に向け、「海外教育人材による講義」
及び「海外教育病院での臨床研修・研究」の２つの活動を既存のコースワークに加えるこ
とで、専門的知識能力の更なる習得、研究のための基礎的素養の涵養及び国際的リーダー
シップ能力の向上を更に図ることを目的としている。
「海外教育人材による講義」としては、テレビ会議システムを利用して海外協力病院の教

育担当者から症例を発表する講義及び海外から招聘した講師による講義が行われ、熱帯医
学の現場のリアルタイムな症例を学ぶことを可能としている。

また、「海外教育病院での臨床研修・研究」としては、学生が海外協力病院に長期間滞在
して熱帯医学の現場で臨床研修を行うことにより、学生の研究意欲の向上、修士論文完成
者の増加などの成果をもたらしている。

加えて、修士課程入学当初は博士課程への進学を考えていなかった学生たちのうち、修
士課程修了者の半数以上が博士課程に進学する原動力となっていることも本プログラムの
成果として挙げられる。

比較的長期の海外研修・研究を取り入れた本取組は、国際的な課題に取り組む医学系の
大学院教育に応用可能であり、他大学等への波及効果が期待される。

補助事業期間終了後の状況に係る調査結果
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１　各教育プログラムで実施された取組の継続状況等についてのアンケート結果

平成１９～２１年度の「組織的な大学院教育改革推進プログラム」に採択された２２１件の

教育プログラムを対象として、各教育プログラムで実施された取組の継続状況等をお知らせい

ただくことにより、本事業が大学院教育改革に果たした効果等を確認し、本事業の成果をあら

ためて広く社会に公表することを目的に、アンケートを実施（平成２５年４月）しました。

各大学のご協力により、２２１件すべての教育プログラムからご回答いただきました。結果

は、以下のとおりです。

：教育プログラムの継続について

継続して実施している場合の実施形態 ・実施方法等について

補
助
事
業
期
間
終
了
後
の
状
況
に
係
る
調
査
結
果

補助事業期間終了後の状況に係る調査結果

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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●「ウ」を選択した場合の具体的内容

・平成 22 年度に採択された別の補助金事業に当該プログラムを吸収・合体させ、人社系と

いう制限を外してより広い専門分野の大学院学生に門戸を開き、実施したプログラムと同

様の文理融合型教育を施し、プログラムが養成する実践的人材を育成している。

・学内の別の研究科における事業（特別経費による）に、当該研究科の大学院生も参加する

形で実施されている。

・概算要求により、全学的に広げてキャリア支援室大学院部門を設置し、充実を図っている。

・実務家・研究者による講演は、通常講義の中で継続実施している。また、特別講義を随時

開催するほか、学生・市民向けに 3 日間のサマースクールを開催している。さらに、他の

競争的資金や学生の自己負担により、国内外の支援機関・研究機関へのインターン派遣、

海外研修を実施している。

・大学院の組織改編により、当該研究科の前期課程が２コースに分かれたため、前期課程に

おいては１コースでのみ補助事業期間中と同様に正規のカリキュラムの中で取り組んでい

る。後期課程においては、補助事業期間中と同様に正規のカリキュラムの中で取り組んで

いる。

・各プログラムのメニューを縮小して重要度の高いものを選択的に集中して実施している。

・修士課程教育の実質化の部分については、補助事業期間中と同様に実施している。補助事

業の一環であった学生の国内外派遣や外部講師による講演会等は、予算の許す範囲に限定

している。

・財源の問題で規模を縮小した時期があったが、20�2 年度から別の補助金事業が採択され

たので、その中で改良し、規模を拡大、発展した形で実施している。

・補助事業期間中に比べて予算経費が減少しているため、体験型のプロジェクト演習など学

外で実施していたものの一部を学内で実施するなど、経費のかからない形態・方法に変更

しているが、実施内容には変わりはない。

・予算的な制約から学会発表奨励制度などの一部の事業は継続できなかった。経費がかから

ない（専門基礎科目の開講など）あるいはあまりかからない事業（英語講習会）について

は学内の競争的資金及び学科の教員研究費の一部を使うなどして継続している。

・プログラムの一部は継続して行っているが、現在は内容を発展的に継承した別のプログラ

ムを実施している。

・講義科目については当該プログラム履修生以外の一般学生の受講も多いため、大学院の正

規のカリキュラムに組み込んで実施している。

・講師等を招聘するのを止め、補助事業期間中の講演の録画（DVD）やテレビ会議システム

を使うなど、開講科目の実施方法を変更して補助事業終了後も永続的に実施できる体制を

整備した。

・研究科として実施してきた事業内容の中核部分（ゲストプロフェッサーの招聘・大学院生
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の派遣と受け入れ）を全学規模に拡大して実施している。

・補助事業期間中に行っていたもののうち、大学院生海外旅費補助（国際学会での主発表者と

なる場合、旅費を補助）、英語ライティング・会話・プレゼンテーション講習の２点のみ規

模を縮小して実施している。

・別の補助金事業としての同種の大学院教育プログラムが、当該プログラムの発展的な展開と

して実施されることとなった。

●「エ．その他」を選択した場合の具体的内容

・効果的であった部分は継続し（国際的学術交流の実施）、効果はあっても経費負担が大きい

もの（学生合宿）は廃止した。

・新たに教育組織を創設し、修士課程と博士後期課程を連携する教育プログラム（博士課程前

後期連携教育プログラム）の運営にあたっている。

・補助事業期間中は、正規カリキュラムと特別プログラム（正課外）とを連動させて実施して

いたが、現在は正規カリキュラムとしてのみ継続実施している。

・補助事業期間中は特別プログラム（正課外）で行っていたが、一部は正規のカリキュラムに

組み込み、一部は外部資金を利用して行っている。

・正規カリキュラムに組み込むことができる内容は、カリキュラムに組み込んだ。

・教員の海外 FD 研修以外は、補助事業期間中と同様の実施形態・実施方法で大学院教育の国

際化を行っている。教員の海外 FD 研修は、補助事業期間中に専攻内の全教員の約６割が研

修に参加したので、継続して実施していない。

：継続して実施している場合の実施規模について
（実施規模とは、対象となる学生数、関わる教職員の人数、教育プログラムの範囲、予算等の

規模と考えてください。）

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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●「エ．その他」を選択した場合の具体的内容

・教育の実施規模は補助事業期間中と同様になっており、予算は、新しい実験ツールの開発な

どを停止し、定常運営に関わる予算は学内の予算、外部資金を一部充当して運営を継続して

いる。

・大部分の事業は同様の規模で実施しているが、海外大学への英語研修は規模を縮小して実施

している。また、経費がかかるため、参加人数を４人に絞り研究科長裁量経費から捻出して

実施している。

・RA や国内外インターンシップの補助などの予算は確保できず予算規模は一部縮小している

ものの、研究科の他専攻にも教育プログラムが拡大して、対象となる学生数及び関わる教職

員の人数に関する規模は拡大している。

・採択されている他の補助事業等で、部局横断的な教育システムを構築するとともに、養成学

生数も規模が大きく拡大している。

・補助事業期間中と同様の規模で取り組んでいるが、大学院生の関心が高く、平成 24 年度は

当該研究科専攻の博士前期課程の学生の約 4 割が受講するまでになり、今後も履修生は増加

する傾向にある。

・当該プログラムの内容を取り入れて新しいプログラムを立ち上げた。

・補助事業が終了し、当該補助金で雇用していた助教は大学負担で新たに雇用した。また、期

間中に設置したアドバイザリーボードは、毎年海外を中心に �0 人前後の規模で著名且つ実

績のある海外大学院研究者や国際協力実施組織から実務者を招聘していたが、補助事業終了

後の現在は、当該研究科の予算から、４～５人に絞り、滞在日数を減らすなどして対応して

いる。他の予算の減少はほとんどなく、自助努力で継続している。また、客員教授６名の発

令で教職員数は増えた。

・プログラムの共同実施大学との大学院共同専攻を平成 2� 年 4 月から開設し、両大学共同で

教育研究を開始している。

・授業内容や教育形態は期間中にすでにカリキュラム化してきたので、規模に変更はない。学

生の研修支援については、経費の限界もあるので、学外実習授業及び学会発表を優先し、そ

の他の研修の援助は部分支援などをして調整している。

・予算の規模は縮小された。講義の開講数は同様の規模である。講義以外の事業は縮小された。

対象となる学生数は変わらないが、履修者数は大幅に増加した。複数の部局での取り組みに

進みつつある。

・対象となる学生数、関わる教職員の人数、教育プログラムの範囲には、大きな変更はないが、

予算規模の縮小により、大学院生への経済的支援の金額が減額されている。

・プレゼンテーション課題研究等のカリキュラムに組み込んだ活動は同様の実施形態・実施方

法で行っているが、国際研究集会や勉強会については予算上実行可能な範囲に規模を縮小し

た。
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 ＊Ｑ３で「ウ」と回答した場合、規模を縮小して取り組む場合の工夫について、具体的に記入

してください。【自由記述】

・大学院生の国外派遣については、「組織的な若手研究者等海外派遣プログラム」や研究科の予

算により、実施している。経費を要しない合同授業については、補助事業期間中と同様に実

施している。

・補助事業期間中、実験的に開講していた授業科目や教育支援の枠組みを通常のカリキュラム

に組み込み、予算規模を縮小し、学内経費にて恒常的に賄える形にした。

・開講年度を調整するとともに（毎年度開講ではない）、リレー講義の導入、派遣学生の縮小や

派遣期間の短縮等により実施している。

・補助事業期間中に実施した事業の中から、特に効果的であった事業を厳選し、一部の事業は

正課の授業に組み込み、また各室の学生支援事業として継続している。予算は主として部局

の経費により実施しているため、予算規模は縮小した。そのために、学生の経済的支援など

の費用のかかる事業は、対象学生をより厳選して、実施している。

・教育プログラムの成果発表の場としてのワークショップや国際シンポジウムについては、直

接の費用の他、これらを運営するためのポストドクターの雇用人件費などが継続して必要で

ある。プログラム終了後は個別の事業に対する外部資金が確保できた際に、実施することと

した。また大学院生の国内外の成果発表についても、他のプログラムや外部資金への応募を

積極的に行っている。

・補助期間中に導入した施設・設備を活用することで、縮小した予算で可能な形での取り組み

を継続している。

・教職員の人数に変更はないが、学生数が減少（院生数のうち、円高等の影響により外国人学

生が減少）したため、カリキュラムの一部を統合するなど教育効果重視の変更を行った。

・限られた予算の範囲内で、多数の学生が支援を受けることができるよう、事業の一部につい

て申請回数を制限した。具体的には研究成果発表に伴う旅費支援について、国内旅行、外国

旅行を併せて一回限りの支援とした。

・GP 期間中の事業予算との比較では、相当程度予算は縮減している。しかしながら、GP 期

間中は GP 予算による非常勤職員の雇用によって対応していた事務処理を、整理・統合する

ことによって、定型化できる部分について IT 等を活用して、人手による手間の縮減、簡素化

を図り、GP 実施時と同レベルの教育プログラムとして実施している。

・国内インターンシップと、産業界とのネットワークづくりは、プログラム終了後も大学院正

規科目の中に組み込むことで継続的に実施できるように工夫した。

・補助事業期間中に補助金で雇用していた特任職員の業務を、学内の教職員が担当する他、教

育プログラムに含まれる公募型の取り組みに関する補助金の額を補助期間中からは低く抑え

ることで、経費の削減を図っている。

・競争的資金を獲得して得られた間接経費の一部を当該プログラムに必要な経費として計上し
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ている。この結果、補助事業期間中の規模の約半分の経費を賄うことができ、これまで教育

効果を維持し続けてきた。経費を最も必要とするのは、学生の自主性に基づくプロジェクト

型教育であるが、採択件数を約半分に減らすことにより、教育の質を維持しつつ規模を縮小

している。今後も引き続き維持可能な状況である。

・コンソーシアム形成の趣旨を堅持するために、連携している大学との学生交流事業、単位互

換講義への参加のための学生旅費支援の規模を維持する方針をとった。一方で、後期学生対

象の研究予算支援を目的とした「提案型研究」の採択・支援額を絞った。

・社会への情報提供及び大学院広報活動として、国内外から外部講師を招聘し公開講座を行っ

ていたが、大幅に規模を縮小し、他の事業等で実施される講座において大学院の教育内容を

紹介する機会を設けている。

・特に費用効果比が高いと考えられる事業に集中して実施している。補助事業期間中に実施し

たパターンやノウハウをできるだけそのまま実施することにより新たな費用の発生を抑えて

いる。

・基本的に自己資金によってプログラムを実施しているが、大学院高度副プログラム等、学内

の教育プログラムや関連する外部資金によるプログラムとの連携による実施にも努めている。

・正規カリキュラム内で、実質的なＧＰ計画の継続実現になるような授業内容としている。

フィールドワークを含む本格的な研究実習、実物資料に基づく研究演習の継続実施などがあ

る。また、ＧＰプログラムを構成していた各研究室において、国内外での実質的な学生研修

を教員研究と連動する形で実施している。

・調査支援成果の刊行を取りやめ、電子ファイルでの公開に切り替える、現地拠点の常駐者に

PD を止めて臨時職員を充てるなど、ほぼ同等の効果を上げられながら必要経費を切り詰め

られる方策を講じている。また、学内外で公募される資金の積極的獲得を専攻として実施し、

事業担当者が獲得している外部資金に若手研究者育成の要素を持たせるなどして、継続的に

規模の縮小に歯止めをかけるよう専攻とその教員が努力している。

・ジュニアリサーチアシスタントの採用数・活動プロジェクト数、国内外インターンシップ派

遣数などを縮小して経費の削減に努めた。

・①雇用していた特任教員やスタッフの業務を学内の教職員が担当する、②経費がかかる演習

の内容を変更する、③非常勤講師を削減し、学内の教員が担当する、④留学等における補助

を取り止める、⑤学外組織（国際連携・産学官連携コンソーシアム）が教育の一部を実践する、

以上の取組みによって経費の削減を図っている。

・外国人教育者・研究者の招聘による講義や学生の海外学術研究の人数は縮小しているが、外

国人による講義は、外国人研究者等が共同研究などで来学した機会やインターネットを有効

活用している。学生の海外学術研究は、大学の奨励金による派遣や私費による派遣で一部補

完している。

・経費及び人員の関係上、学外講師及び学外施設で実施していたプログラムに関しては実施を
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取り止め、その代わり、継続実施するプログラムの受講対象学生の範囲を拡大することで、

学内でのプログラム内容を充実させて実施している。

・教育プログラムの中核をなす学外インターンシップの実習について、学内予算措置の範囲内

で支給できる経費（旅費や講師謝金等）を使ったものに限定して実施している。

・ 事業内容を学生教育に絞って実施しており、支援期間中のような国際・国内シンポジウム開催、

関連する国内外等の会議への参加等の取り組みは原則として実施していない。

・特に多くの予算を必要としないような事業を主体として、事業を継続している。具体的には、

予算の範囲内で、大学院学生の国内外の学会発表等旅費支援、英文投稿論文の校正支援を実

施している。

：継続して実施している場合の予算（財源）について　※複数回答可

●「カ．その他」を選択した場合の具体的内容

・国際シンポジウムは科学研究費補助金などと共催で開催している。

・外部との受託事業により資金を確保している。

・約半分を研究科長の裁量経費、約半分を専攻に配分された通常の教育費予算から充当してい

る。

・教授会親睦会、後援会から寄附をいただいて一部活用している。

・科目等履修生プログラムとして学外の方を受入れ、その入学料、授業料収入を財源としている。

・別の補助金事業の予算を使って、同規模で継続して実施している。不足分は運営費交付金等

でまかなっているが、20�3 年度でその予算措置が終了するため、その後のことは未定。

・寄附講座を設置するなどして予算を確保している。

・学生の研究補助に、学内の基金を利用している。

・個人研究費などを充当している。

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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・学内の既存制度や既存の研究所との連携を図り、継続実施に必要な予算獲得に努めている。

・実施部局に配分された運営費交付金の一部も充当している。

・非常勤講師手当て、TA 経費のみ大学からの支援を受けている。他の実施にかかわる費用は、

担当教員からの持ち出しとなっている。

 

：継続して実施していない場合の理由について　※複数回答可

●「カ．その他」を選択した場合の具体的内容

・現職大学院生全体に対して継続はしていないが、学生の研究内容に応じてはプログラムと同

様な体制を組んで指導している。また、長期研修の現職教員にも研修内容に応じて適用して

いる。

・当該教育プログラムの中核部分については担当教員が退職したため継続が困難となり、現在

は実施していないが、一部の公開講座については、大学予算で継続して行っている。

・補助事業期間終了後、民間企業より資金的支援を受け、当該プログラムの中心的役割を担っ

た客員教授を主宰とする寄附講座が開設され、２年間の予定でその教育・研究の継続が図られ、

順調に成果が得られていたが、２年目に当該教授が他大学へと転出することになり、大学の

予算も含めその後の経済的支援の見込みが立たず、残念ながらプログラムは実施不能となっ

た。

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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以下の質問事項については該当がありませんでしたが、参考までに掲載します。

＊Ｑ５で「イ」と回答した場合、予算を確保できない理由について　※複数回答可

ａ．大学執行部の理解を得られず、大学の予算から確保できないため。

ｂ．取組実施部局の理解を得られず、部局の予算から確保できないため。

ｃ．学内外の競争的資金へ応募しているが採択されず、予算を獲得できないため。

ｄ．その他（具体的に記入してください。）

＊Ｑ５で「オ」と回答した場合、参加学生が減少した理由について　※複数回答可

ａ．教育プログラムの認知度が低く、学生に知られていない。

ｂ．教育プログラムに参加するためには学生の時間的負担が大きく、正規課程科目との両

立が難しい。

ｃ．教育プログラムに参加するためには学生の費用負担があり、学生にとって経済的負担

が大きい。

ｄ．その他（具体的に記入してください。）
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２　事後評価に係る対応状況についてのアンケート結果

平成 �9 ～ 2� 年度に「組織的な大学院教育改革推進プログラム」に採択され、事後評価を行っ

た 220 件の教育プログラムを対象として、各教育プログラムの事後評価に係る大学の対応状

況等をお知らせいただくことにより、事後評価が各教育プログラムの改善等に果たした効果等

を確認し、本事業の成果等と併せて広く社会に公表することを目的としてアンケートを実施し

ました。

各大学のご協力により、220 件すべての教育プログラムからご回答いただきました。以下は、

その結果です。

：事後評価結果の取扱い・周知方法について

●「オ．その他」を選択した場合の具体的内容

・大学執行部に報告及び取組担当者が承知している。

・学長からプログラム関係組織の長に対し、事後評価結果とあわせて、評価結果を踏まえて改善・

充実に努めるよう、書面による通知を行った。

・事後評価結果は冊子として公表した。

・大学執行部への報告に加え、研究科にも報告し、本事業の評価結果の周知を図った。

・学長や副学長などの大学執行部及び大学院研究科教職員に対して報告している。

・事後評価結果は本学の教務部を通じて本プログラムに通知されたので、大学執行部では周知

のことであるから報告することはなく、取組担当者には通知した。

・人社系以外の該当研究科の教員も出席する意思決定機関である人間科学研究科委員会にて、

報告を行った。

・工学研究科の専攻長会議において、配付資料により周知している。

・研究科執行部とプログラムの運営委員会委員に報告している。

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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・プログラムに関わる全教職員に対して周知している。

・学長、副学長等の大学執行部、及び大学院教務委員へ報告している。

・当該事業対象部門の全教職員に対して、研究科委員会・大学院検討委員会やＦＤワークショッ

プ等において当該評価結果を踏まえた検討を実施。

・部局教授会において、事後評価結果を研究科長から構成員全員に報告し、周知を行なった。

・事後評価結果は、研究科委員会にて、報告事項として取組責任者から報告し、研究科委員会

構成員に周知している。

・事後評価結果は、学校法人執行部、大学執行部、当該研究科内に周知している。大学ＨＰに

て外部評価の結果を要約して公表しており、取組紹介ＨＰでは外部評価結果の全資料を掲載

して公表している。

・事後評価結果は、学長、副学長、大学執行部への報告の他、プログラム実行関係者に周知し

ている。

・事後評価結果は、取り組みを実施してきた大学院総合理工学研究科の全教職員ならびに関係

事務部局にメールで配信することによって周知している。

・研究科ホームページでも公開。

・本事業の継続事業のＨＰに事後評価結果に関する情報を掲載しているほか、研究科・専攻の

教員に周知している。
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イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%

＊Ｑ１で「イ」と回答した場合、学内での周知方法について、以下の中から該当するものを選

んでください。　※複数回答可

●「ｄ．その他」を選択した場合の具体的内容

・プログラム全体のまとめと融合させて冊子体で教員に配布している。

・全学部長が集まる本学の最高意思決定機関である部長会の場で報告し、その後、全教職員に

伝達した。

・事後評価結果は、大学の諸会議で報告され全教員に周知されているとともに、研究科専攻会

議においてより詳細に説明・報告するとともに、プログラムのアドバイザリーボードで報告し、

意見交換を行っている。また、主催する各種セミナーなどで、学内外に広く説明している。

・プログラムの実施報告書を配布した。また、プログラム HP において、評価について周知を行っ

た。

・事後評価受領後の専任教員会議にて学長より周知した。

・大学院研究科教授会にて周知した。

・本事業の実施母体である運営協議会、教授会ならびに実務担当を行ったセンターの教務部会・

運営委員会で周知した。
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：事後評価結果の「改善を要する点」に係る対応について

●「オ．その他」を選択した場合の具体的内容

・現在、実施している事業の参考として「改善を要する点」を検証しつつ、実施している。

・関係委員会において、プログラムの位置づけを中心に、検討する予定である。

・プログラムの推進ワーキングを毎年開催し、各改革のその後の進捗状況を確認し、さらなる

全学レベルでの自主的・恒常的な展開をはかっている。

・当該教育プログラムについては、別の補助金事業の拠点において発展させ、同拠点での成果

に基づく研究所の設置を通してさらに発展させている。

・研究科内で取組担当者を中心に関係教員と対応を協議した。

・「改善を要する点」に係わり正式な形では研究科委員会等での検討はしていないが、指摘され

た点を意識して改善を進めている。

・当該プログラムの実施においては、運営委員会を機械工学専攻内に設置し、議論を行った。

また他専攻とも調整の上、改善を行った。

・「改善を要する点」で指摘のあった内容については、大学院の専攻主任会議で対応を検討した。

教育プログラム成果の定量的な評価については、取組担当者に対応を指示した。

・現時点では、対応を行っていないが、将来的にはプログラムの継続性を担保する、教育研究

組織を構想している。

イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%
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イ．実施していない。
　　3件　1%

ア．継続して実施している。
　　218件　99%

ア．補助事業期間中と
　　同様の実施形態・
　　実施方法で行って
　　いる。
　　109件　50%

ウ．補助事業期間中とは
　　実施形態・実施方法
　　を変更して（イに該
　　当する場合を除く）
　　行っている。
　　58件　30%

イ．補助事業期間中
　は特別プログラ
　ム（正課外）と
　して行っていた
　が、現在は大学
　の正規のカリキ
　ュラムに組み込
　んで行っている。
　35件 18%

ウ．学内の競争的資金に応募して
　　予算を獲得している。
　　55件　15%

ア．当該教育プログラムで
　　想定していた成果が得
　　られなかったため。
　　0件　0%

ア．補助事業期間中よりも
　　規模を拡大し、全学ま
　　たは複数の部局で取り
　　組んでいる。
　　18件　9%

イ．補助事業期間中
　　と同様の規模で
　　取り組んでいる。
　　79件　36%

エ．その他
　　7件　3%

エ．その他
　　12件　6%

エ．その他
　　38件　11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　5件11%

ｄ．その他（具体的に
　　記入してください。）
　　14件 7%

イ．当該教育プログラムを
　　実施するための予算が
　　確保できないため。
　　0件　0%

オ．（正規のカリキュラム等に
　　組み込んでいるなど）経費
　　がかからないので、予算は
　　不要である。
　　28件　9%

オ．その他
　　56件　25%

エ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　改善に係る対応の検討は
　　行わなかった。
　　6件　3%

オ．その他
　　（具体的に記入してください。）
　　12件　6%

ｃ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　特段の改善は行っていない。
　　3件 2%

ｂ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在も改善中である。
　　140件 69%

ウ．補助事業期間中より
　　も規模を縮小して取
　　り組んでいる。
　　105件　48%

エ．外部の競争的資金に
　　応募して予算を獲得
　　している。
　　69件　19%

ウ．事後評価結果は、学長や
　　副学長等の大学執行部に
　　のみ報告している。
　　77件　35%

ウ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　取組担当者が改善に係る
　　対応を検討した。
　　93件　42%

カ．その他
　　3件　75%

イ．学長、研究科長
　　等の裁量経費に
　　より予算を充当
　　している。
　　87件　24%

オ．参加する学生が
　　減少したため。
　　0件　0%

エ．教職員の賛同や協力が
　　十分に得られず、継続
　　が困難となったため。
　　0件　0%

ｂ．学内向け広報やメールなどに
　　より周知している。
　　5件　12%

ウ．取組代表者や担当教員の
　　異動（退職）により継続
　　が困難となったため。
　　1件　25%

イ．事後評価結果を、学内の
　　全教職員に対して周知し
　　ている。
　　35件　16%

ア．大学の予算から、
　　恒常的に予算を
　　確保している。
　　81件　22%

ａ．学内専用のホームページ
　　（ポータルサイト等）によ
　　り周知している。
　　4件　9%

ア．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学長や副学長等の
　　トップダウンにより改善に係る対応
　　を指示した。
　　6件　3%

ａ．「改善を要する点」で
　　指摘のあった内容について、
　　現在は改善されている。
　　38件 21%

ア．事後評価結果を、大学の
　　ホームページ等に掲載し、
　　学内外に対して広く周知
　　している。
　　29件　15%

ｃ．学内の全学レベルで
　　行われる会議におい
　　て、配付資料等によ
　　り周知している。
　　27件69%

エ．事後評価結果は、
　　取組担当者のみが
　　承知しており、特
　　に周知は行ってい
　　ない。
　　15件　8%

イ．「改善を要する点」で指摘のあった
　　内容について、学内の会議等で改善
　　に係る対応を検討した。
　　102件　46%

＊Ｑ２で「ア」「イ」「ウ」のいずれかと回答した場合、検討された内容に基づく改善の状況に

ついて、以下の中から該当するものを選んでください。

●「ｄ．その他」を選択した場合の具体的内容

・改善を要する点で指摘された事項について、改善されている点もあるが、継続して検討・改

善を行っている。

・改善を指摘された事項は、その当該取り組みの趣旨からは同プログラムの目的は達成された

ものと判断している。

・改善を要する点について、取り組み担当者が専攻レベルで検討を加えたが、当該教育プログ

ラムは直接の推進担当者の資質によるところが極めて大きく、当該担当者の退職後、同等の

資質を有する担当者を採用することが極めて困難で（財政面もあるがそもそも適任者がいな

い）あり、改善に至っていない。

・大学院教育改革推進プログラムを実施していた運営員会を、全専攻からなる学科の正式運営

員会に強化して、教育プログラムの改善・充実に継続的に務めている。

・当該プログラムの運営委員会にプログラム改革ワーキンググループを設け、検討を継続して

いる。プログラムの改善については規約類の改訂が必要なため、平成 2� 年度に改訂作業を

行い、平成 2� 年度からは問題点を改善し、より詳細な評価が行える新しいプログラムを開

始する予定である。特に大学院修了生が社会に出て 3 年目となる平成 2� 年度からは、修了

生とその勤務先へのインタビューを行う予定である。

・改善を要する点として、当該プログラムにおける「研究コーディネーター」の養成について

成果の検証と更なる具体化の検討を指摘されたが、プログラムの規模を縮小して継続するこ

とになったため、特段の改善を行う必要性がなくなった。

補
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・現在実施中の後継教育プログラムの設計において、指摘事項に対して対応するよう検討し、

そのように実施されている。

・先行的に改善を図った点もあるが、 20�4 年度に大学院カリキュラム改革を予定しており、

「改善を要する点」についても、その改革の中で改善できるように議論を進めている。 
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補助事業期間終了後の取組・展開

今回実施したアンケートにより、補助事業期間が終了した２２１件の教育プログラムのほと

んどが、現在も取組を継続して実施していることが確認できました。

ここでは、アンケートで「補助事業期間中よりも規模を拡大し、全学または複数の部局で取

り組んでいる」または「補助事業期間中と同様の規模で取り組んでいる」と回答のあった中から、

１２大学について補助事業期間終了後の取組・展開を紹介します。

理　

工　

農　

系

医　
　

療　
　

系

採択年度系 整理番号 大　学　名 教育プログラム名

一橋大学

神戸大学

龍谷大学

吉備国際大学

大阪大学

九州大学

山梨大学

奈良先端科学技術大学院大学

京都大学

筑波大学

東京医科歯科大学

長崎大学

キャリアデザインの場としての大学院

経営学研究者の先端的養成プログラム

ＮＰＯ・地方行政研究コース

グローバルな文化財修復技能者の実践的養成

継続的交換留学制度の構築に基づく人材育成

産業技術が求める数学博士と新修士養成

国際燃料電池技術研究者の基礎実学融合教育

新領域を切り拓く光ナノ研究者の養成

共通・分野別教育統合による医学研究者育成

個性とキャリアを繋ぐ医科学教育ルネサンス

歯科医学における基礎・臨床ボーダレス教育

国際連携による熱帯感染症専門医の養成

A0��

A028

A0�0

D02�

B03�

B038

E0�0

H00�

C009

F00�

F002

I00�

人　

社　

系

H�9

H�9

H�9

H20

H�9

H�9

H20

H2�

H�9

H20

H20

H2�
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一橋大学　 採択年度 :平成19年

キャリアデザインの場としての大学院

競争的資金獲得のための申請書の書き
方の訓練となるよう教育的配慮をして
きましたし、キャリアデザイン講習会
において学振の特別研究員や教員公募
における申請書や研究計画書の書き方
についての講習会を開催しました。こ
れらが功を奏したと考えております。
（３）博士後期課程の修了者数、学

位授与率、就職者数等が改善しました。 
博士の学位授与数は、�8 年度以降、７、
��、22、24 人と年々改善しており、
学位授与率も ��、29、��、80％と
顕著に上昇しました。博士後期課程の
就職者数は、平成 �8 年度に 22 人で
したが、以後 24、27、37 人と大幅
に増加しました。
（４）標準修業年限内での修了に与

えた効果。　2� 年度に修士課程を修
了した 8� 名の修了者のうち、�3 名
が標準修業年限で修了しましたが、こ
の �3 名のうち高度職業人養成科目を
履修した院生は 3� 名で、�7％に相当
します。標準修業年限内での修了者に
は、本プログラムを積極的に利用した
人が多かったです。
（５）IT 技法の実践Ⅱ、Ⅲ（社会科

学のための映像情報処理）受講者が授
業において制作したプレゼンテーショ
ン作品「フランスの共和主義と旧イン

ドシナ難民コミュニティ」が、第３回
学生デジタル作品コンテスト（アップ
ル社）　プレゼンテーション部門　奨
励賞を受賞しました。

■継続・展開状況
「高度職業人養成科目」については、

カリキュラム上の継続必要性の観点か
ら 22 年度においても全ての科目を残
してあります。ただ、財源の制約から
全ての科目を開講できないので、一部
科目は 22 年度から休講としています。
発信英語コースは開講クラス数を 3 に
縮小して維持しています。TF トレー
ニングコースは継続し、講習会や授業
実習を実施しています。アクションリ
サーチ論、多変量解析、社会科学のた
めの映像情報処理も開講しています。

本研究科では、本プログラムの事業
内容の普遍性に鑑み、プログラム実施
中から支援期間終了後を見据え、全学
化と恒常化（制度化）の必要性を訴え
てきました。20 年 2 月の全学 FD シ
ンポジウムで「「社会科学の先端的研
究者養成プログラム」から「キャリア
デザインの場としての大学院プログラ
ム」へ」と題して報告を行い、事業を
一時的なものに終わらせず、全学化し、
学内制度として恒常化することを訴え
ました。

その結果、いくつかの事業が全学化、
学内制度化されてきました。全学の
キャリア支援室は学部学生の就職支援
を中心とし、院生のキャリア支援は十
分に行われておりませんでした。しか
し、本プログラムで社会学研究科が独
自にキャリア支援者を雇用し、院生の
キャリア支援を開始したため、キャリ
ア支援室と本研究科のキャリア支援者
は連携、協力して院生のキャリア支援

■プログラムの概要
本プログラムでは、① 2� 世紀に相

応しいキャリアデザインを院生に構想
させてモチベーションある大学院生活
を送らせ、② 実質ある大学院教育プロ
グラムと就職支援により、学位取得の
促進を図って有為な人材を世に送り出
し、③これらの実績により、優れた学
生を本研究科にさらに招来することを
目指しました。これを実現するため、
①先端的、実践的なスキル教育を提供
する「高度職業人養成科目」と ②専門
の支援者が院生のキャリアデザインを
支援する ｢キャリア支援事業｣ の 2 本
柱で構成し、院生はそれらを組み合わ
せて履修・受講することにより、入口・
中身・出口を一貫させた大学院教育を
主体的に実践しました。

■具体的な成果
（１）院生の研究活動の活性化　受

講者アンケートや 22 年１月実施の院
生 ･ 教員アンケートの結果から、本プ
ログラムの研究活動支援や授業、キャ
リア支援により、院生の研究活動が促
進され、院生がより自覚的 ･ 意識的に
研究計画を立てるようになったことが
うかがえます。2� 年度には、院生の
発表した雑誌論文 79 本、学会発表（国
内）�09 件、学会発表（国外）3� 件
に達しました。論文本数は少ないです
が、学会発表件数はこれまでで最多と
なりました。
（２）学術振興会の特別研究員制度

採択者数が増加した本研究科では、学
術振興会の DC� と DC2 の採択者数
合計が平成 �9 年度 4 名、20 年度 3
名であったものが、2� 年度は 9 名、
22 年度は 8 名へと大幅に増加しまし
た。本プログラムの研究活動支援では

高度職業人養成科目とキャリアデザイン支援
を総合的に提供

人
社
系

社会学研究科　総合社会科学専攻、地球社会研究専攻

人 社 系
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［参画研究科・専攻等］
全研究科
［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  � 名
（非常勤教員） 　　3 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
延べ ��� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
延べ 324 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�09 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
302 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : コースワークの充実・強化

就職に関する相談、就職ガイダンス・
業界説明会・合同企業説明会の実施、各
種就職情報の提供、インターンシップ等
も行いますが、学内外の諸機関との連携
をより発展させることにより、更に幅広
い就職支援を提供しています。

を行うようになりました。20 年度か
らは副学長の所管する経費で、キャリ
ア支援室が院生向けのキャリア支援事
業を実施しており、キャリア講習会や
個別相談が行われています。本プログ
ラムが行ってきた若手研究者研究活動

「発信英語力」の Academic Writing と Discussion 
& Presentation のコースを受講しました。ブリティッ
シュカウンシルの質の高い講義を学内で受けることがで
きたことは非常に幸運でした。Writing では � 本のエッ
セイ執筆が、Presentation では �0 分前後の発表が最終
課題として課されましたが、そのゴールに向かい、語彙・
文法・表現・構成などあらゆる角度から積み上げていく
授業スタイルは実践的で有用でした。この講義の学習内
容を参考に今年度は海外学会の発表に挑戦する予定です。

キャリア支援室大学院部門の各種講習会、個別
相談を通じて、私が得た最大の収穫は、研究成果の
国際的発信と国外での研究ネットワークの構築につ
いての情報でした。私は留学経験がなかったのです
が、アカデミック・キャリア支援により、現在では
国際学会に参加する上での心理的障壁もなくなり、
国外の多くの研究者と交流できるようになりまし
た。また、これらの経験から今後のキャリア形成を
見つめ直すことができたと思います。

キャリア支援のプログラムの中で、特に役立っ
たものが ES 対策プログラムです。同プログラムで
は、単なる文章校正に留まらず、“相手に伝える文
章”の作成方法を学ぶことができました。面接の材
料となる ES を戦略的に作成出来たことが、面接の
場で大きく役に立ちました。時間に追われがちな大
学院生の場合、効率良く就活を行えるか否かが勝負
の分かれ目であると言えます。キャリア支援室を利
用したことにより効率的な就活を行えたと感じてい
ます。

成 23 年度特別経費 ( プロジェクト分 )
概算要求事項として、一橋大学が本プ
ログラムを土台とした「社会科学系大
学院におけるパッケージ型キャリア支
援プログラム―キャリア支援室大学院
部門設置による支援基盤の確立―」を
文科省に要求する計画を持つに至った
ことは、大きな発展です。助成については、その一部（海外での

フィールドワークや学会発表）は、「社
会科学重点大学連携強化に向けた若手
研究者派遣事業」（組織的な若手研究
者等海外派遣プログラム）によって引
き継がれつつあります。何よりも、平

就職活動のプランニングにおいて先輩がどのよう
に就職活動と修士論文執筆を両立させたのか

大学院教育の実質化という目標の達成を、「高度職業人養成科目」と ｢キャリア支援事業｣ から構成
される総合的なパッケージ的視点から図ったことにある。

松岡　昌和
日本学術振興会

特別研究員 PD

佐藤　直子
社会学研究科

博士後期課程 2 年

前原　翼
経済学研究科

修士課程 2 年

修学プロセス概念図
人
社
系
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神戸大学　 採択年度 :平成19年

待できます。

■具体的な成果
本教育プログラムの実施により、こ

れまで経営学研究科が進めてきたトッ

プスクールモデル（コースワークとゼ

ミの分業・統合システム）および経営

アクションリサーチへの取組という特

徴が先鋭化され、教育研究の質的向上

を図ることができました。具体的には、

方法論科目の基礎分野の強化、専門科

目の履修体系のシームレス化、論文作

成力養成セミナー ･ シリーズの導入、

博士論文の複数指導体制の確立、Ｔ

Ａ（ティーチング・アシスタント）業

務の拡充とＬＦ（ラーニング・ファシ

リテーター）の導入、教員と大学院生

による共同アクションリサーチ ･ プロ

ジェクトの支援、等に取り組んできま

した。その成果もあり、近年では、海

外学会報告を行う大学院生数の増加、

大学院生の発表論文数に占める査読付

き論文の割合の増加となって表れてい

ます。また、博士学位取得者の進路に

占める大学教員の割合も増加していま

す。

■継続・展開状況
＜景気低迷期の適切な組織行動を促す

研究・教育プログラム＞

本研究科は、概算要求特別予算を活

用し、「景気低迷期の適切な組織行動

を促す研究・教育プログラム」を推進

しています。本事業は、日本企業、日

本社会が直面する困難な事態に対し

て、新しい枠組みによる産学連携を通

じて、有意の人材を継続的に輩出する

ことを目的とし、研究、教育、交流、

コミュニケーション、情報発信、制度

改革が一体となったシステムを提供し

ております。この試みはまた、大学等

高等教育研究機関の社会における新た

な役割を検討するものでもあります。

企業等組織の行動に関する調査研究を

引き続き推進するとともに、その成果

を大学院教育や外部機関と連携した研

修事業を通じて人材育成を図っていま

す。また、社会科学発想による産学連

携システムの理工系・医療系への拡張

を検討するとともに、経営グッドプラ

クティスセミナーや経営外来の実施、

各種提言活動を通じて、わが国企業の

競争力の強化に努めています。

＜卓越した大学院拠点形成支援補助金＞

経営学研究科経営学専攻は、平成

24 及び 2� 年度に、「卓越した大学院

拠点形成支援補助金」に採択され、教

育研究実績に基づく卓越性の評価の結

果、「S」としてグループ分けされ特に

高い配分率を得ることができました。

本事業では、わが国における経営学・

会計学・商学の中核的教育研究拠点と

してふさわしい環境をつくるため、以

下のとおり優秀な研究者を輩出してい

■プログラムの概要
＜本教育プログラムで養成する人材像＞

経営学研究科は、明治 3� 年の神戸

高等商業学校の開学以来、わが国にお

ける経営学・商学の中核的な研究教育

拠点（COE）として、先端的な教育を

行ってきました。こうした研究科での

教育によって、博士前期課程修了者は、

経営学・商学の基礎的学問分野の高度

な専門知識を生かし、シンクタンクや

企業などで主導的役割を果たし、博士

後期課程修了者は、先端的研究を通じ

て、各専門分野に精通し、国内外の大

学や研究機関において、独創的な研究

を行ったり、次世代の研究者を養成す

るという役割を担う人材を養成しま

す。

＜本教育プログラムの特徴＞

本教育プログラムでは、3 つの異な

る能力（高度研究能力・多角的教育能

力・経営実践能力）育成を縦横断的に

実行します。

・プログラムの縦断性：3 つの能力育

成プログラムを、それぞれの学年で

習得すべきレベルに応じて計画的に

配置し、高度研究能力・多角的教育

能力・経営実践能力の養成を段階的

かつ着実に行う体系的なコースワー

クとします。

・プログラムの横断性：3 つの能力育

成プログラムを、それぞれの学年に

おいて並列的に配置することにより

横断的な能力を修得します。さらに、

これらのプログラムを通して経営の

実践力を身に付けることにより、研

究力・教育力を一層深化されると

いったプログラム間の相乗効果が期

経営学研究科・経営学専攻（経営学研究科・会計システム専攻、平成 24年 4月 1日改編）

人 社 系

「競争優位を導く経営グッドプラクティス」をテー
マとして、定期的にセミナーを開催しています。

人
社
系

経営学研究者の先端的養成プログラム
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［参画研究科・専攻等］
経営学研究科・経営学専
攻
［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  �4 名
（非常勤教員） 　　0 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
延べ �8 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
延べ �9� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
72 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
�88 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 教員の教育・研究指導能力 
 の向上のための方策

ゼミにおける研究指導を補完する仕組
みを設けることで、ゼミでの研究指導を
強化しました。具体的には、論文作成力
養成セミナー、投稿・発表セミナー、研
究セミナー、博士論文発表会の 4 つの
仕組みを導入しました。

きます。

①本研究科の Ph.D. プログラムで

は、アクションリサーチの場を活用し

た産学連携方式の実務課題解決プロセ

スへの参加を学生に促しています。本

事業では、教員と大学院生による共同

景気低迷プロジェクトの一環として、指導教員
の先生と最先端の研究分野でのアンケート調査を行
いました。実際に研究に取り組みながら、文献・資
料収集やアンケート作成、データ分析を、先生から
の詳細な指導を受けながら行うことで、一連のプロ
セスを理解しながらより実践的に研究の方法を学ぶ
ことができました。この経験を今後の自身の研究に
役立てていきたいと思っています。

大学院の講義の LF（ラーニング・ファシリテー
ター）を通して、学生、教員両方の立場から授業を
考え、運営に参加できました。LF として、講義に
参加することに加え、内容についての担当教員との
相談、LF セッションの講義を行いました。LF とし
て学生側の考えと先生の考えを中継し、インタラク
ティブな授業運営を実現出来ました。補講の際には
教える立場として、授業内容や研究で用いられる理
論を整理し説明する訓練にもなりました。

とりわけ「高度研究能力強化プログラム」での
成果として、トルコ共和国のガラタサライ大学で
20�3 年 � 月に開催された「European Academy 
of Management」の「Annual Conference」で
報告させて頂くことになりました。この機会を通じ
て、国際的に求められている研究とはどのようなも
のなのかを学び、最先端のフィールドで国際的に活
躍できる高度な研究能力をさらに磨きたいと思って
います。

従事させ、研究資金の支援を行ってい

ます。ただし、単なる資金のばらまき

ではなく、科学研究費の獲得のように、

プロジェクト申請・審査方式とし、成

果報告会を実施することで、学会報告

や論文作成といった成果につなげるよ

う積極的に動機付けます。さらに、国

際的に最先端のフィールドで活躍でき

る高度な研究能力を育成する目的に照

らし、国際学会での発表と、国際的な

査読付き学術雑誌への投稿に対して、

優先的に援助を行っています。

アクションリサーチ ･ プロジェクトを

促進し、参考文献の充実を図り、デー

タベースを整備します。

②国際的に活躍できる高度な研究

能力による研究を実践できるよう、リ

サーチ・アシスタントを採用し研究に

佐久間　智広
経営学研究科経営学専攻

博士課程後期課程 � 年

坂間　十和子
経営学研究科市場科学専攻

博士課程後期課程 3 年

林　祥平
経営学研究科経営学専攻

博士課程後期課程 2 年

■学生の声

「第２論文ワークショップ」を開講し、質の高
い博士論文の作成へとつなげています。

景気低迷期の組織行動に関する研究の推進、社会科学発想による産学連携システムを構築・運用する
ことで、わが国企業の競争力を強化します。

人
社
系
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龍谷大学　 採択年度 :平成19年

から求められる地域公共人材に必要な
スキルや志向性を身につけさせるよう
な教育プログラムを大学・地域連携に
よって開発することにありました。
「協働ワークショップ実践演習」、「コ

ミュニケーション・ワークショップ実
践演習」など、地域からも研修プログ
ラムとして開催を依頼されるワーク
ショップ科目をつくることができまし
た。行政インターンシップ、ＮＰＯイ
ンターンシップなどもオーダーメイド
型で実施することが定着しました。

地域連携協定を締結した地方自治
体、ＮＰＯ等の諸団体、地方議会から
の協定先推薦入学制度も定着し、就業
しながら研究ができる大学院コースと
して地域の認知が高まりました。

■継続・展開状況
大学と地域との連携が展開する中

で、地域公共人材へのニーズが高まっ
ていることを確認することができまし
た。これを受けて龍谷大学では、地域
公共人材の育成をディプロマ・ポリ
シーの柱の１つに掲げる政策学研究
科・政策学部を新たに設置しました。
政策学研究科はＮＰＯ・地方行政研究
コースの共同運営を担っています。

大学・地域連携による地域公共人材
の育成については、産官学民の連携に
よって「地域公共政策士」フレームワー
クづくりが進み、認証機関として一般
財団法人地域人材開発機構を開設する
ことができました。これには政策系の
学部や学科を持つ京都府内の９つの大
学が参加しています。龍谷大学の政策
学研究科修士課程で展開する地域公共
人材育成のための教育プログラムは、
同機構からプログラム認証と質保証を
受けています。

ＮＰＯ・地方行政研究コースとして
の科目は、計５研究科の提供によるこ
とになり、一層豊富になりました。学
際的な学びを学内の資源を有効に結び
つけることで実現しています。

ＮＰＯ・地方行政研究コースの特徴
であり、重要な資源でもある地域連携
協定に基づく大学・地域連携は、現在
も大きく発展しています。地域連携協
定締結団体数は７７団体に増加しまし
た。

またその連携事業内容も多彩さを増
しています。龍谷大学が政策研修、人
材育成、政策開発、事業実施で地域連
協定締結団体から業務委託を受ける、
外部資金を活用した協働事業を展開す
るといったことも珍しいことではなく
なりました。

さらに規模の大きな大学・地域連携
の体制も龍谷大学の政策学研究科が牽
引する役割を果たす中で構築されまし
た。大学立地が少ない京都府北部地域
の地域課題解決と大学・大学院教育と
をリンケージさせる体制として、一般
社団法人京都府北部地域・大学連携機
構を設立しました。地元自治体と京都
府さらに経済団体やＮＰＯなどととも

■プログラムの概要
採択事業であった「ＮＰＯ・地方行

政研究コース」は、現在も政策学研究
科と法学研究科の共同運営コース（経
済学研究科、社会学研究科、経営学研
究科も一部参加）として、大学院修士
課程のコースとして開設され、活発な
事業を展開しています。

ＮＰＯ・地方行政研究コースは、高
度専門職業人として、地域社会の公共
的活動を協働して担う人材―地域公共
人材―を育成することをめざしていま
す。地域連携協定を締結した地方自治
体、ＮＰＯ等の諸団体から現職社会人
院生を迎え、その中に高度専門職業人
を目指す若手院生を交えることで、官・
民のセクターをつなぐことができる実
践的な学修ができるようにしていま
す。

■具体的な成果
現代の社会、経済、行政などの諸活

動の改革は、多様なセクターを巻き込
む協働型のアプローチで実行されてい
ます。こうした時代の要請に応える能
力を有した高度専門職業人の養成をめ
ざしています。本事業の結果、養成す
べき人材像を地域公共人材として定義
して、研究科間、教員間で共有するこ
とができました。

組織的な大学院教育改革推進プログ
ラム採択事業として、第１に「大学と
地域との連携―地域連携協定を活かし
た教育の推進」、第２に「地域公共人
材の育成をめざす多様な授業」、第３
に「地域社会に開かれた人材育成のた
めの取り組み」という３つを柱とした
大学院教育改革を展開しました。

そのコアをなすものは、地域社会

政策学研究科政策学専攻、法学研究科法律学専攻（法学研究科法律学専攻／経済学研究科経済学専攻、平成 24年 4月 1日改編）

人 社 系

コース必修科目の「特別演習」。多様な背景を
もつ院生により活発な議論が展開される。

人
社
系

ＮＰＯ・地方行政研究コース
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［参画研究科・専攻等］

政策学研究科、法学研究

科、経済学研究科、社会

学研究科、経営学研究科

［プログラム担当者数］

（専任教員）　　  38 名

（非常勤教員） 　　4 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
23 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 4� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
42 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
��3 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 :産業界、地域社会等多様な社会部 
 門と連携した人材養成機能の強化

地方自治体・ＮＰＯと大学が連携協定を締
結し、現役社会人院生と若手院生との相互交
流を柱とした教育プログラムを開発し、社会
と連携した人材養成機能を強化しました。現
在は、産官学民連携による教育プログラム認
証制度の定着に取り組んでいます。

に京都府内の複数の大学が参加してい
ます。

こうした大学・地域連携を研究や学
びの現場として活用することで、若手
院生が高度な専門的職業人としての学
修を積むことを支援し、社会人院生の

持続可能な「市民による地域社会づくり」につ
いての見識を深めるために提携先の大阪市から入学
しました。

ＮＰＯ・地域行政研究コースでは、ＮＰＯ職員、
議員、行政職員などの社会人の間で、また、私のよ
うな社会人と大学から進学した若手大学院生との間
で、さらには国籍を越えて、それぞれの立場の違う
者同士が集まり、活発な対話の実践を積み重ねるこ
とによって、多様な主体による政策の構築の重要性
について学んでいます。

労働と社会保障の問題に取り組むＮＰＯに所属
するとともに、社会保険労務士として仕事をしてい
ます。大学では研究の過程を通して実務上の問題点
を明らかにし、その解決を図る方策を見つけること
を目標としています。法学研究科に在籍しています
が、授業は政策学、経済学、経営学、社会学とクロ
スオーバーしており、多様な視点から研究すること
ができます。また、分野を越えて様々な方と交流で
きるのもこのコースの魅力のひとつです。

学部生時代のボランティア活動をきっかけに、
私たちが日々生活を営んでいる地域に興味関心を
持ったとともに、より学びを深めたいと思い、理論
と実践の双方を兼ね備えた本コースのカリキュラム
に魅力を感じ、入学を志望しました。本コースは、
自らの専門性を養うとともに、経験や研究分野の異
なった教員・院生の方々との横断的な視点が交わり
ながら広い視野で研究を進めていけることが魅力の
一つだと実感しています。

れているキャップストーン・プログラ
ム（大学院での実践的研究の総仕上げ
の課題解決型学修）を改良導入した科
目です。地域の課題解決提案にチーム
で取り組む同演習の有効性を高めるべ
く取り組んでいます。

ＮＰＯ・地方行政研究コース修了生
の進路は、地方自治体職員、ＮＰＯ職
員、社会的企業などが多く、また社会
人院生の修了生からは社会的企業の起
業者やＮＰＯの創設者も生まれていま
す。大学院での研究と学修を活かした
進路が開かれているといえます。

キャリアアップや課題解決能力の取得
への道筋を示そうと努力を重ねていま
す。

その例が、採択事業終了後に独自に
開発した「地域公共人材実践演習」で
す。米国の公共政策系大学院で実施さ

社会人院生と若手院生との相互交流を柱とした教育を展開。
「地域公共政策士」資格取得プログラムも実施し、「地域公共人材」の養成をめざす。

臼田　一彦
政策学研究科政策学専攻

修士課程 � 年

林　久善
政策学研究科政策学専攻

修士課程 � 年

竹本　真梨
政策学研究科政策学専攻

修士課程 2 年

■学生の声

「協働ワークショップ実践演習」の授業の様子。
理論と共に実践的な授業も展開。

人
社
系
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吉備国際大学　 採択年度 :平成20年

プの派遣先は、これまでアメリカ１研

究機関（ボストン美術館）のみでした

が、アメリカ３研究機関（ボストン美

術館、国立スミソニアン協会・フリー

ア美術館、サンフランシスコ ･ アジア

美術館）、さらにはヨーロッパ２研究

機関（ドイツ・ブルーニング＆シュー

ベルト現代美術修復研究所、ドイツ・

マリークーピッツ絵画修復研究所）、

合計５研究機関へと拡大することが出

来ました。

次に、漆芸品の製作技法と先端的な

分析装置による科学調査法および修復

技術を教授できる「漆芸文化財修復研

究室」を整えることができ、この新た

な領域における大学院生の研究を指導

できるようになりました。

そして、大学院生の保存科学教育を

強化した結果、大学院生から提出され

る修士学位論文には、修復過程におけ

る単なる考察だけではなく、科学的な

解析結果と考察が加えられるようにな

り、「文化財保存科学の知識」を持っ

て修復を進める研究姿勢が大学院生の

中に育ってきました。

また、海外で活躍している文化財保

存修復専門家を招聘して、実践的な実

習指導も交えた演習形式の授業を開講

した結果、大学院生の国際的な視野を

涵養することができました。

なお、本研究科では、教員の教育・

研究指導法を改善するため、大学院生

個々に自ら行った研究活動を振り返り

自己点検・自己評価する申告制度を取

り入れていますが、この自己点検・自

己評価から、大学院生の「研究推進力

（主体性・働きかけ力・実行力）」は高

まり、「考察力（課題発見力・計画力・

創造力）」および「コミュニケーショ

ン力（状況把握力、柔軟性、傾聴力）」

等も伸長したことがわかりました。

■継続・展開状況
本研究科では、補助事業期間終了後、

さらに教育プログラムを充実させ、美

術館仕様の「収蔵庫」を備えた本学付

属研究所「文化財総合研究センター（平

成１５～１９年 文部科学省・学術フロ

ンティア推進事業により設置）」にお

いて、概念図（グローバルな文化財修

復技能者の実践的養成）に示した教育

プログラムに沿った実践的な大学院生

の教育研究指導を展開しています。

また、院生を積極的に参加させる

国際的な実践プログラムの構築を目指

して継続している海外研究機関との

交流の成果として、今年度の海外イ

ンターンシップに新たな派遣先（王

立デンマーク美術アカデミー修復学

校 The Royal Danish Academy of 

■プログラムの概要
本教育プログラムは、本研究科の教

育課程を基盤とし、これに（１）外国

人教員による外国語教育プログラム、

（２）海外の美術館にも数多く所蔵さ

れている日本工芸品（特に漆芸品）の

製作技法と先端的な分析装置による科

学分析調査法および修復技術を教授す

るプログラム、（３）実物作品を対象

とする修復技術と保存科学を実践的に

教授するプログラム、これに（４）海

外で活躍する修復専門家を招聘して国

際的視野を涵養する特別演習プログラ

ムを加え、そして（５）大学院生の海

外インターンシップ・プログラムを充

実させ、さらに（６）海外との共同研

究に院生を積極的に参加させた国際的

な実践プログラムを構築して、「グロー

バルな文化財修復技能者（文化財保存

科学の知識をもって国際的に活躍でき

る文化財修復技能者）」を養成するこ

とです。

■具体的な成果
先ず、外国人教員による外国語（英

語）科目「英語コミュニケーション」

および「海外文化事情」をカリキュラ

ムに加えたことによって、大学院生の

語学力は向上しました。特に海外イン

ターンシップに参加した大学院生たち

は、自ら派遣先となる研究機関と事前

に研修内容を確認し、現地では海外の

研究スタッフとコミュニケーションを

取り、有意義な実体験を受けて帰国し

ています。なお、海外インターンシッ

文化財保存修復学研究科文化財保存修復学専攻

人 社 系

講義「英語コミュニケーション」を受ける大
学院生

人
社
系

グローバルな文化財修復技能者の実践的養成
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グローバルな文化財修復技能者の実践的養成プログラム

［参画研究科・専攻等］
文化財保存修復学研究科
文 化 財 保 存 修 復 学 専 攻
［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  7 名
（非常勤教員） 　　2 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
�� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 32 名／延べ �� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
7 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
2� 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 学修・研究環境の改善

グローバルな文化財修復技術者を養成
するため、外国人教員による外国語教育
カリキュラムを加え、文化財の研究指導
領域を広げ、文化財保存科学の教育内容
の充実と海外インターンシップの充実を
図りました。

Fine Arts, School of Conservation

と デュッセルドルフ市立修復セン

タ ー Restaurierungszentrum der 

Landes Hauptstadt Dusseldorf 

Schenkung Henkel）を加えること

ができました。この大学院生の海外イ

ンターンシップは、今年度で第６回と

なりますが、今年度２名の派遣大学院

生を含め、これまで１４名の大学院生

を派遣したことになります。

■学生の声

養成プログラムの一環として修士課程１年時（20�2 年 8 月～ 9 月）にド
イツ連邦共和国のブルーニング＆シーベルト現代美術修復研究所に約一カ月
間の研修に行かせていただきました。

油彩画等の修復作業を通して、ドイツにおける最先端の修復技術を学ぶこ
とができました。また、この研修では、ただ指導を受けるだけでなく、自分
がどれくらい理解しているのかを英語で表現し伝える力が求められました。
研修前に英語の授業を通してリスニング及びスピーキングのスキルを高めら
れたことで研修内容をより理解できました。研修で得た知識や技術は今後の
研究だけでなく修復家を目指す上で一生の財産となります。

英語コミュニケーションの授業では、古代美術から現代アートまで時代ごと
に幅広く学んでいきます。英語による授業と英文資料を参考にすることによって、
美術用語を英語で学ぶことができ、多様な英語表現も身につけることが出来ます。
担当教員のメルビオ先生は日本の歴史にも造詣が深い方なので、日本文化が海外
に与えた影響についても説明して下さいます。また、学生に意見交換の機会を与
えて下さり、自分の考えを英語で伝える方法も身につけることが出来ます。海外
インターンシップでは、現地の人たちと生活や交流を通して文化を学びたいと思
います。

武田　尚子
文化財保存修復学研究科

修士課程２年

片山　栞
文化財保存修復学研究科

修士課程１年

海外インターンシップ先で油彩画作品の修復
指導を受ける大学院生

人
社
系
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大阪大学　 採択年度 :平成19年

に留学と進学を通して人材育成を行う

履修カリキュラムを策定する。　

３）「自発的研究力啓発」　

我が国大学院生に共通する自発的研

究力不足の根本的解決のために、海外

からの高度人材候補留学生の継続的受

け入れを効果的に活用する自発的教育

プログラムを策定する。これらには英

語討論を組み入れ、将来の物質創成を

担う高度人材に必要な論理力、表現力、

語学力を体得させる。

■具体的な成果
本プロジェクトでは、まず以下の３

点の項目に関する改革を行いました。

（１）継続的交換留学制度構築　こ

の目的のためまず教育改革支援室を立

ち上げ専任職員１名を雇用しました。

３年間で４７名の大学院生を欧米、ア

ジア等の研究室に最大３か月の派遣を

行い、また、この間１１名の外国人大

学院生を専攻内に受け入れました。ま

た国際学生ネットワーク活動として米

国に大学院生をグループで派遣し、調

査活動を通して国際交流を行わせまし

た。これにより継続的交換留学の確か

なノウハウとインテリジェンスが得ら

れ制度が研究科内に確立できたことが

最大の成果と言えます。

（２）高度教育環境整備　専攻内の

国際化と同時に教育環境の整備を以下

の観点で行いました。競争原理の導入

を第１方針とし、そのために筆記試験

導入推進、成績評価の厳密化、選考シ

ステム、受賞顕彰システムの構築など

を行いました。さらに（３）国際性自

発性を啓発するため、講義科目「リサー

チプロポーザル」の科目化や「英語プ

レゼンテーション」の立ち上げを行い、

学生による自由思考、自由討論の場を

提供しました。またテレビ会議システ

ムを導入し、国際会議遠隔会議、遠隔

授業に使用できる環境構築を行い実際

に教育に活用しました。これらの成果

による大学院生に及ぼした特筆すべき

効果として、定量的には学会発表数、

論文発表数が改革前の平成 �8 年度年

間 �22 件、�43 件から平成 �9 年度

��7 件、��9 件、平成 20 年度 ��9 件、

��2 件、平成 2� 年度 �3� 件、�92

件と顕著な増加傾向を見せていること

があげられます。さらに特筆すべきこ

とに、講演賞等の受賞件数が改革前の

�0 件からそれぞれ、�� 件、20 件、

2� 件と爆発的な増加を見せているこ

とです。留学件数は当然ではあるが平

成 �8 年度が１名であることから数十

倍の伸びを見せました。非定量的デー

タに基づく教育成果としては、派遣学

■プログラムの概要
本プログラムでは、基礎工学研究科

の理念である「科学と技術の融合」に

より将来のナノサイエンス・テクノロ

ジーを先導する新物質を創成する高度

な人材を養成することを大目標に、巨

大な国際的共通研究教育基盤である

「物質科学」を専攻する物質創成専攻

ならではの特徴的教育戦略として、海

外研究組織との大学院生の相互交換留

学制度に基づいた、将来の物質創成を

担う高度人材の育成のための大学院改

革を進めました。具体的には以下の３

つのプログラムを柱とする戦略的計画

に基づいて環境整備を行い、これを研

究科内外の関連組織との協力で有機的

に連携させることで三位一体の高度教

育総合プログラム構築を目指して教育

改革を行いました。　

１）「継続的交換留学制度構築」　

本専攻の博士前期、後期課程学生を

３か月程度の期間物質創成研究で世界

を先導する海外研究室へ派遣し短期研

究に従事させる。一方、海外からの留

学生を同程度の短期間専攻内研究室に

受入れ、短期研究に従事させるととも

に英語科目を提供し相互交換留学を行

う。そのために相応の語学力を有する

専任職員１名を雇用し、教員個別作業

に強度依存せずに交換留学を円滑かつ

継続的に行うシステムを構築する。　

２）「基礎教育環境整備」　

交換留学制度と効果的にリンクした

高度人材養成のために、志の高い学生

基礎工学研究科物質創成専攻

理工農系

カンタベリー大学

理
工
農
系

継続的交換留学制度の構築に基づく人材育成
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■学生の声

博士前期課程１年の時点で海外の一流大学の研究室で研究活動に打ち込め
た経験は、現在博士後期課程に進学して研究を行う上で非常に有意義であっ
たと、帰国して１年以上が経った今になって再認識しています。当時は日々
の生活だけでも必死であり、研究室のみならず、寮生活での様々な国籍の学
生たちとの共同生活の日々は、楽しくもあり、大変だったことが昨日のこと
のように思い出されます。このときの記憶が自信となり、帰国してから国際
会議での口頭発表や留学生とのコミュニケーションなど、多くの場で積極的
に活動できるようになったと思われます。最後に、このような素晴らしい機
会を下さいました多くの方々に心より感謝申し上げます。

20�� 年の３月から２ヶ月の間、アメリカのボルチモアにある Johns 
Hopkins 大学に研究留学をしました。医療ロボティクスの分野でもトップレベ
ルである Johns Hopkins 大学で研究することで普段とは異なる研究スタイル
に触れることができ、また英語で説明や質問をすることで国際性やコミュニケー
ション能力を高める良い機会となりました。さらに、現地の研究生とだけでなく
他分野の先生やポスドクの方たちとの交流することで、人脈を大きく広げること
ができました。今回の留学では、研究に必要な知識を得ただけでなく研究者とし
て必要なスキルを磨くことができ、この経験を今後の研究生活に活かしていきた
いと思います。

大谷　智仁
基礎工学研究科機能創成専攻

博士後期課程１年

堀瀬　友貴
基礎工学研究科機能創成専攻

博士後期課程２年

［参画研究科・専攻等］

基礎工学研究科

［プログラム担当者数］

（専任教員）　　  � 名

（非常勤教員） 　　0 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
�73 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
延べ 803 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�42 名
［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
42� 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 学修・研究環境の改善

大学院の海外派遣と留学生受入れを組織
的かつ継続的に行う交換留学制度の構築を柱
に、カリキュラム整備や成績厳密化などの基
礎教育環境整備を進めるとともに、英語討論
や仮想研究提案など学生の自発的研究力を啓
発する様々な取り組みを行いました。

生が確かに外国人に対して討論できる

ようになり顕著な国際化効果が得られ

ました。またそれに伴って留学をしな

かった学生にも大きな自発性教育効果

をもたらしたことが、最も大きな効果

と言えます。

派遣プログラム『複合学際領域開拓を

担う若手人材育成のための国際ネット

ワーク形成』を平成２２、２３、２４

年度に実施しました。さらに、組織的

な若手研究者等海外派遣プログラムに

おける海外派遣事業を継続しつつ、海

外からの留学生受入れ事業も展開する

ため、文部科学省国立大学改革強化推

進補助金の支援を得て、平成２５年度

よりグローバル人材育成事業『エンジ

ニアリング・サイエンス国際コンソー

シアムの創設』を実施しています。

■継続・展開状況
大学院教育改革支援プログラム『継

続的交換留学制度の構築に基づく人

材育成』における大学院生の海外派遣

事業をプログラム終了後も継続するた

め、JSPS 組織的な若手研究者等海外

入力軸の回転の変異をデジタル信号として出
力するセンサ

プログラムの概念図

理
工
農
系

（左から 2 番目が本人）
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九州大学　 採択年度 :平成19年

企業の数は増え続けています（H22
年度、�0 社以上）。また H2� 年度に
は ING 生命保険への � か月に及ぶ英
語による長期インターンシップを実施
して海外へ道も開けてきました。博士
後期課程修了者のうち、H20 年度は
�9%、H2� 年度は 93%が就職しまし
た ( ポスドクを含みます )。H2� 年度
修了者 �3 名のうち 7 名の就職先は企
業です。
2. 長期インターンシップから生まれた

共同研究
マツダ、日新火災海上保険、新日鐵、

東芝セミコンダクタとの共同研究を実
施しました。マツダで長期インターン
シップを行った学生が在学中も共同研
究を続け、学位取得直後に同社に就職
しました。日新火災にも学生が就職し
ました。新日鐵や富士通研究所との共
同研究は特許出願につながりました。
このように、実績を積み重ねながら、
企業との連携は拡がりつつあります。
3. MMA コースの新設

H2�、22 年度ともに、MMA コー
スに � 名が入学しました。MMA と数
理学コースを合わせた博士前期課程の
入学定員は �4 名ですが、H20 年度の
入学者数 �� 名から H2� 年度に �0 名
と増えているのは、コース新設によっ
て優秀な志願者を確保できたことによ

ります。MMA コース学生はカリキュ
ラムに十分な満足感を得ています。
4. 海外で通用する研究能力の涵養

海外渡航支援、英語講義、論文の英
文校正費支援などを通じて、学生の海
外学会での発表回数が H�8 年度の �
回から、H�9 年度 �� 回、H20 年度
20 回、H2� 年度 �3 回と倍増しまし
た。国際学術雑誌への論文発表数も、
H�8 年度の �0 編から、H�9 年度 ��
編、H20 年 度 34 編、H2� 年 度 4�
編と大幅に増えました。

■継続・展開状況
本プログラムは文部科学省グローバ

ル COE プログラム「マス・フォア・
インダストリ教育研究拠点」（H20.7
～ H2�.3）に受け継がれました。純
粋数学と応用数学を融合させて、先端
の技術開発に役立てるのみならず未来
技術の基盤となる数学の新領域「マス・
フォア・インダストリ（MI）」の創造
を目指しながら、産業界の要請に応え
うる若手人材の育成に励んでいます。
�. 長期インターンシップの充実と数学

博士のキャリアパスの増大
開始以来延べ 47 人の学生が長期イ

ンターンシップを実施しました。企業
側の学生への評価は高く、受け入れを
表明する企業は増加し、それに沿うよ
うに、学生の就職先も増えています。
2. 企業との共同研究の充実

共同研究を実施する連携企業の数は
H24 年度には 8 社 �7 件に増大しま
した。特許も、H24 年度は申請 4 件、
成立 � 件という実績を残しています。
数理学府学生が共同研究に参加してい
るのが特長です。

■プログラムの概要
わが国の将来を支える科学技術の発

展のためには、産業技術界をも視野に
おく広い意味での数学研究の推進が急
務です。文科省科学技術政策研究所報
告書 (H�8.�)「忘れられた科学－数
学」にある「日本の数学研究と科学技
術振興のためにとるべき喫緊の対策の
提案」は、�. 国をあげた基礎的数学研
究の振興、2. 数学 - 他分野融合研究の
推進拠点構築、3. 数学研究者と産業
界との相互理解の促進と共同研究の実
施、を提言しています。本プログラム
では、この 3 提言に応えるため、博士
後期課程「機能数理学コース」(H�8.4
設置 ) を一層充実させて産業技術数理
科学者養成を行い、同時に、幅広い
数学的素養を備え技術開発に理解の
ある高度職業人（MMA：Master of 
Mathematics Administration）を養
成する新修士コースを立ち上げます。
後者は、MOT（＝技術系 MBA）の数
学版で、世界的に初めての試みです。
機能数理学コースでは産業界への長期
インターンシップ（3 か月以上）が、
MMA コースでは短期インターンシッ
プ（� か月程度）が必須です。MMA コー
スでは修士論文を課しません。学期ご
とに異なる教員によるセミナー指導を
受け、定期的に提出するレポートを優
秀な博士課程学生が添削するなどきめ
細かい教育を施します。また、国際舞
台で活躍できるよう、両コースとも海
外の研究者による英語講義を常時開講
するとともに、学生の国際会議発表を
支援します。

■具体的な成果
１．長期インターンシップ制度の充実

と数学博士のキャリアパスの増大
博士課程学生の受け入れを希望する

数理学府・数理学専攻

理工農系

スタディグループにおける教員と大学院生による
（企業から提示された ) 未解決問題への取り組み

理
工
農
系

産業技術が求める数学博士と新修士養成
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■学生の声

黄　筠茹
（Huang Yun-Ju）

数理学府

機能数理学コース
博士後期課程２年

矢城　信吾
数理学府

機能数理学コース

博士後期課程３年

［参画研究科・専攻等］

数理学府・数理学専攻

［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  4 名

（非常勤教員） 　　0 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
��7 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 228 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�2 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
�87 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 :産業界、地域社会等多様な社会部門 
 と連携した人材養成機能の強化

H�8 年開設の博士後期課程・機能数理学
コースの修了者を出しました。全員が企業研
究所等への 3 か月以上の長期インターンシッ
プを経験しています。また、H2� 年、前期
課程に MMA コース（MOT の数学版）を新
設しました。

3. わが国おける本格的スタディ・グ
ループ（SG）の導入
SG では、企業研究者と数学の教員・

大学院生が合宿形式で企業が抱える未
解決問題に取り組みます。�9�8 年に
オックスフォードではじまり世界各地
に広がっています。日本は取り残され

MI の研究・教育活動を本格化するた
め、H23 年 4 月、マス・フォア・イ
ンダストリ研究所 (IMI) を設立しまし
た。諸活動が高く評価されて、IMI は、
文部科学大臣によって H2� 年度から
の共同利用・共同研究拠点に認定され
ました。
�.  国際連携の拡充

アジア・太平洋産業数学コンソーシ
アムを発足し（H23.�0）、短い時差
を生かした教育研究交流を行っていま
す。さらに、欧米にも連携先を拡げて
います。

ていましたが、九州大学が中心となっ
て H22 年度から導入しました。参加
者の半数が学生であることが日本版
SG の特長で、ポスドクと学生が完全
解決した問題もあります。
4. マス・フォア・インダストリ研究所

の設立と共同利用・共同研究拠点化

国際会議「マス・フォア・インダストリ　フォー
ラム 」における大学院生のポスターセッション

博士後期課程・機能数理学コース (H�8.4 設置 ) と新修士課程・MMA コース（H2�.4 設置）の概要

To cooperate with NICT to improve the 
efficiency of solving ECDLP problem using 
Weil Descent and multivariate polynomials 
solver, I really learned a lot from this 
internship. We have good discussion on the 
ECDLP and do improved some effi  ciency of 
the problem. I also know new people of this 
research area in NICT.There are also famous 
researchers visiting NICT and I learned new 
ideas from them.

金融機関での短期インターンシップに参加しま
した。他大学数学科学生と触れ合いモチベーション
の違いを確認でき、九大生の動きの遅さ・甘さを痛
感しました。MMA 講究を受講しての利点は、これ
まで苦手意識のあった分野でもセミナーを通じ面白
味を感じることが出来たことです。博士 TA による
レポートの添削は非常に助かっており、大満足です。
毎回セミナーの準備の際に、疑問に感じた事を気軽
に質問でき、一緒に考える事ができました。

東芝研究開発センターに 3 ヶ月の長期インター
ンシップに参加し、暗号理論を使った研究を行いま
した。このインターンシップに参加し、企業の研究
に対する考え方・産業界のニーズが少しずつ見えて
きました。それと同時に、大学での基礎研究の重要
さも改めて認識させられました。また、機能数理学
コースでは、英語での講義がいくつか開講され、内
容も重要ですが、学術的に必要な用語・フレーズな
どが出てくるので，非常にありがたいです。今後も
可能な限り受講していきたいです。

高岡　正樹
数理学府

MMA コース

博士前期課程２年

理
工
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系
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山梨大学　 採択年度 :平成20年

て特別講義も行い、留学やインターン
シップの成果を短期的なものに終わら
せず継続させました。さらに、海外連
携先の学生を本学で短期間受入れて相
互協力関係を構築するとともに、本学
学生の国際性の涵養に努めました。
３．リーダーシップ養成教育

実践的大学院教育のまとめとして、
(�) 燃料電池関連の国際会議におい

て英語での発表を課しました。
(2) 博士論文審査は外国人教授を副

査とし、論文執筆は英語で行うことを
必須としました。さらに、海外短期休
学経験者は、英語で公聴会発表を行う
ことを必須としました。

(3) 本学が主催する国際燃料電池
ワークショップ ( ３年毎に開催 ) や国
際燃料電池サマースクール ( 毎年開催 )
の企画運営にも組織委員やプログラム
委員などとして積極的に参画させまし
た。これら対外的な学術活動を通して、
国際的燃料電池研究者の次世代リー
ダーとしての資質を着実に身につけさ
せました。

■具体的な成果
本プログラムの大きな役割は、本学

が平成 �9 年度より独自に開始してい
た「クリーンエネルギー特別教育プロ

グラム」（学部修士 � 年一貫教育）の
教育内容を、学年進行を待たずして実
践できた点であります。さらに、この
教育理念を博士課程にまで拡充するこ
とができ、「燃料電池工学」を系統的
かつ横断的に教育することができまし
た。これにより、産業界からも要望の
強い高度に教育された燃料電池技術研
究者をいち早く社会へ送り出すことが
できました。

他方、授業料免除やリサーチアシ
スタント制度など大学院学生に対する
十分な支援を行い、学問・研究活動に
専念する環境を整えることができまし
た。さらに本プログラム履修生は、基
礎と実学を融合させた教育システム、
海外短期留学、国内インターンシップ、
英語教育、リサーチアシスタントなど
の魅力的な大学院教育の場を提供する
ことによって、学習意欲と進学意欲を
助長することができました。これらの
効果は、具体的に進学率、定員充足率、
就職率（特に、学生本人が希望する燃
料電池関連企業）の増加として明確に
示されました。また、学術論文や学会
発表の質と数の向上、権威ある学会の
受賞にも繋がり、学生の研究活動が著
しく活性化しました。

以上のように、本プログラムは本学
の大学院教育の向上に大いに貢献しま
した。また、本学の今後の方向性を決
める上でも重要な意味を持ち、山梨大
学を中心とした燃料電池教育研究拠点
の形成を目指すこととなりました。

■継続・展開状況
燃料電池教育研究は本学の中期目

標／中期計画の中での重点課題として
位置付けられており、本プログラム終

■プログラムの概要
本プログラムでは以下の３つの特色

あるカリキュラムを柱とし、国際的に
通用する燃料電池技術研究者の養成を
目指しました。
１．基礎・実学シンクロナイズド燃料

電池教育（基礎学問と応用研究の回
帰融合）
新設した燃料電池特別プログラム

による教育は、クリーンエネルギー研
究センターと燃料電池ナノ材料研究セ
ンターの教員が中心となって担当しま
した。この教員組織には、関連する従
来の基礎科学・工学系教員に加え、燃
料電池研究開発の第一線で活躍してき
た企業技術者や外国人教師 ( ＋欧米の
トップ研究組織からの招聘教授 ) も新
たに加えました。類例のない燃料電池
設計科学特論などの新規科目も開講し
て基礎から応用までを網羅する系統的
な教育カリキュラムにより、基礎知識
と実戦的研究開発能力を併せ修得させ
る本学独自の基礎・実学シンクロナイ
ズド教育を実践しました。また英語に
よる教育の重点化により国際性を涵養
しました。
２．国際的実践教育

修士課程では、インセンティブ・経
験を涵養するため海外短期留学または
国内燃料電池関連企業 ( パナソニック、
東芝など ) でのインターンシップを必
須とした ( 初年度および２年度は博士
課程にも適用 )。留学先は、本学と連
携を約束しているペンシルバニア州立
大学、ポアチェ大学、モンペリエ大学、
中国科学院化学研究所などであり、燃
料電池分野の先端研究者らが学生の受
入、研究指導を担当しました。受け入
れ先の研究者らは本学の客員教授とし

医学工学総合教育部・応用化学専攻 [ 修士課程 ]　　機能材料システム工学専攻 [ 博士課程 ]　

理工農系

第 � 回国際セミナー：世界第一線の研究者を招き、
学生、教員、連携機関からの参加者が活発に議論
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■学生の声

佐藤　千友紀
グリーンエネルギー変換工学特別教
育プログラム　太陽エネルギー分野

修士課程２年

山下　侑耶
グリーンエネルギー変換工学特別
教育プログラム　燃料電池分野

修士課程２年

［参画研究科・専攻等］
医学工学総合教育部・グ

リーンエネルギー変換工

学 特 別 教 育 プ ロ グ ラ ム

［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  24 名

（非常勤教員） 　　7 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
�20 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 �70 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
�07 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : コースワークの充実・強化
　クリーンエネルギー研究センターおよび燃
料電池ナノ材料研究センターに所属する専任
教員（産業界経験者や外国人教員を含む）が
中心となり、燃料電池の基礎から応用までを
網羅する ｢燃料電池工学｣ の横断的教育研究
を行いました。

了後も本学の中核プロジェクトとして
強力に推進しています。平成 23 年度
は学内経費を充当し、海外短期留学お
よび燃料電池関連企業でのインターン
シップ活動を行いました。プログラム
の成果を全学レベルで発展させること

年一貫大学院課程）を新設し、グリー
ンエネルギーの本格的普及をめざした
教育研究を進めています。このプログ
ラムは、平成 23 年度文部科学省・博
士課程教育リーディングプログラムに
採択されました。グリーンエネルギー
変換工学分野の幅広い分野の教員を結
集した世界最先端の教育研究を行うと
ともに、半年間の海外留学、企業との
連携による企業内講座やインターン
シップ等も必須単位化し、グリーンエ
ネルギー変換工学分野で世界をリード
する人材を育成しています。

を目的として、平成 24 年度より、燃
料電池分野・太陽エネルギー分野・エ
ネルギー変換材料分野・新エネルギー
工学分野の４分野による「グリーン
エネルギー変換工学特別教育プログラ
ム」（本学では初となる、修士博士 �

月例研究発表会：全分野の学生、教員全員が参
加し議論を行う

連携機関教員による相互協働教育、インターンシップ、留学、連携機関との機器の共同利用などによ
り専門性・実践性・国際性の質を保証した教育体制

毎月の研究発表会で研究成果を多くの人に聞い
てもらうことや、ほかの学生の発表を聞くことで毎
回良い刺激を受け励みになっています。インターン
シップや長期海外留学などの機会を十分に活用し、
主専攻の太陽エネルギー分野を中心としたグリーン
イノベーション創出のリーダーにふさわしい研究者
を目指します。

ネパールの大学で講師の職についていた私です
が、グローバルリーダー育成を目指すこの優れたプ
ログラムを知り、職を辞め、日本で博士課程学生と
して研究する機会を得ました。グリーンエネルギー
変換と貯蔵技術の向上を目指し低炭素社会の実現に
貢献したいと思っています。

環境問題に関心を持っていた私は、燃料電池の
研究に力を入れている山梨大学のクリーンエネル
ギー特別教育プログラムに進学しました。学部時代
から教員、先輩、社会人研究者の方々との交流や特
別講義受講の機会があり、3 年次からは燃料電池の
効率と耐久性の向上に関する研究を実際に行いまし
た。大学院では本プログラムに進学し、燃料電池だ
けでなく、グリーンエネルギーに関する幅広い教育
を受けています。企業との共同研究や海外留学など
の体験を通して、将来リーダーシップを発揮できる
人間になり、環境問題の解決に貢献したいと考えて
います。

Amba Datt Pant
グリーンエネルギー変換工学特別教
育プログラム　太陽エネルギー分野

博士課程２年
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奈良先端科学技術大学院大学　 採択年度 :平成21年

員間での評価の共有、当該学生による
評価の自由閲覧を可能にする。

�. キャリアパス支援：キャリアパス
支援室を整備し、キャリアパス説明会
を実施する。

■具体的な成果
①自学・自修の精神を養うプログラム

の整備
�. 日本学術振興会特別研究員や財団

の研究助成などの申請件数：平成 22
年度修了生は学生 � 人当たり �.� 件、
平成 23 年度修了生は �.2 件で、平均
�.4 件でした。

2. 学生の国際学会での発表件数：平
成 22 年度修了生は 3.� 件、平成 23
年度修了生は 4.3 件で、平均 3.9 件で
した。

3. 日本学術振興会特別研究員採択
数：日本学術振興会特別研究員に平成
2�-23 年度でそれぞれ �、7、� 名採
択されました。

4. 学生の活動量：学生の論文と学
会発表数はそれぞれ、平成 2� 年度は
89 件と 402 件、平成 22 年度は ���
件と 47� 件、平成 23 年度は �03 件
と 428 件で、多くの学生が論文や学
会発表を行いました。

�. 学生の受賞件数：平成 2� 年度
�� 件、平成 22 年度 �� 件、平成 23
年度 7 件でした。

②教育のプロセス管理の高度化
�. 英語力強化 TOEIC 平均点は英語

教育プログラム実施前後で平成 2� 年
度は �� 点、平成 22 年度は 79 点向
上しました。

2. 標準修業年限内学位授与率：平成
�9 年度（秋）および平成 20 年度（春）
入学生の平均で 8�%、平成 20 年度

（秋）および平成 2� 年度（春）入学生
の平均で �8%となり、事業期間を通
じた平均としては 77%でした。

3. 博士前期課程短期修了学生数：平
成 2� 年度と平成 23 年度でそれぞれ
� 名短期修了しました。短期修了者は
� 年半で博士前期課程を修了し、続い
て博士後期課程に進学しました。

4. 他教育プログラムの採択状況：平
成 22 年度、社団法人日本化学工業協
会により本教育プログラムが化学関連
企業の人材育成ニーズに適応している
ことが認められ、「化学人材育成プロ
グラム」に採択されました。

�. 国立大学法人評価委員会による中
期目標期間に関わる業務実績に関する
評価：教育に関する項目、「教育の実
施体制」、「教育内容」、「教育方法」、「学
業の成果」は全て「上回る」の評価、「進
路・就職の状況」は最高の「大きく上
回る」の評価をいただきました。全
8�7 組織中、「進路・就職の状況」で「大
きく上回る」の評価をいただいたのは
2 学部・研究科のみであり、本研究科
はその一つとなりました。「質の向上
度」でも「大きく改善又は高い水準を
維持」の評価をいただきました。

■継続・展開状況
現在、主に学内の重点戦略経費や研

究科長裁量経費を原資として本プログ
ラムを継続しています。カリフォルニ
ア大学デービス校への英語研修は本学
支援財団の支援事業の一環として、学
術交流協定校を中心とした短期留学プ

■プログラムの概要
博士前期課程で物質科学に関する

高度な専門知識を基盤に、研究・開発
を主体的に担う人材を育成し、博士後
期課程で産官学を問わず物質科学の融
合領域で国際的に活躍し、次世代を担
う創造性の豊かな研究者を育成しまし
た。これらを効率的に実施するため、
教育のプロセス管理の高度化を実施し
ました。特に、博士後期課程では、自学・
自修の精神を養うプログラムを整備し
ました。
①自学・自修の精神を養うプログラム

の整備
�. 提案公募型国際セミナー開催支援

制度：学生が主体となって企画立案し
た国際セミナーの開催を支援する。

2. 競争的研究支援制度と提案型演習
科目：優れた研究提案に対して研究費
の支援を行うとともに提案型演習科目
を単位化する。

3. 複眼的視野養成科目：分野横断
型研究会を学生が主体となって開催さ
せ、複眼的視野養成科目を単位化する。
②教育のプロセス管理の高度化

�. 複数指導教員制（スーパーバイ
ザーボード）：年 2 回の中間審査を行
い、博士論文研究の進捗状況及び身に
つけるべき能力の習得度を評価する。

2. 博士前期課程講義科目の整備：
コースごと（博士前期後期課程一貫
コース、博士前期後期課程で別分野の
コース、博士前期課程のみのコース）
に履修すべき科目を設定する。

3. 博士後期課程の国際化対応：専任
の外国人講師を雇用するとともに専門
科目「物質科学融合特講」の英語化に
より、英語による理解力を高め、英語
のみで学位取得を可能とする。

4. 円滑な学位授与の推進：スーパー
バイザーによる中間審査制度を充実さ
せ、円滑な学位授与を推進する。Web
による評価支援システムを整備し、教

物質創成科学研究科物質創成科学専攻

理工農系

国内外の若手研究者による提案公募型国際セミ
ナー

理
工
農
系

新領域を切り拓く光ナノ研究者の養成
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■学生の声

戸谷　匡康
物質創成科学研究科

生体適合性物質科学研究室
博士後期課程 3 年

上岡　義弘
物質創成科学研究科

情報機能素子科学研究室
博士後期課程 3 年

［参画研究科・専攻等］
物質創成科学研究科物質

創成科学専攻

［プログラム担当者数］
（専任教員）　　  �8 名

（非常勤教員） 　�8 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
272 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
延べ 79� 名
［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
��2 名
［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
340 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 円滑な学位授与の促進

主指導教員と他研究グループの教員 2 名
以上を含む 4 名以上からなるスーパーバイ
ザーボードにより、博士論文研究の進捗状況
及び身につけるべき能力の習得度を年 2 回

（� 月と �� 月）評価しました。これにより、
標準修業年限内学位授与率が向上しました。

ログラムは本学の国際連携推進本部
との共同事業として、同規模のまま
継続しています。さらに、平成 24 年
度は以下の取り組みを行いました。�)
総額 700 万円で競争的研究支援制度

を実施しました。2) 平成 2� 年 3 月
4 日に学生が企画した国際セミナー

（International Device Physics 
Young Scientist Symposium） の
開催を支援しました。3) 国際スーパー

全ての発表が英語で行われた中間審査会

B AB A

B A

I II I II

EC AC

I II

I-IV I,II
TOEIC

I,II I,II I, II ,
III,IV(

履修プロセスの概念図。自学・自修の精神を養うプログラムの整備と教育のプロセス管理の高度化を
行いました。

初めて中間審査会で口頭発表した時はとても緊
張していました。英語で話すことに自信がなかった
ですが、その経験が糧となり、審査会後は単身で渡
米し、発表や研究活動を積極的に行うことができま
した。中間審査会では海外から招待された先生およ
び本学の教授陣や学生達とも自由にディスカッショ
ンする機会が得られ、今日の研究生活にも非常に役
立っています。非常に価値のある経験をすることが
できる良いプログラムでした。

競争的研究支援の特徴は、申請書の出来に応じ
て本当に学生個人に研究支援費が支払われることで
あると思います。このため、かなり緊張感を持って
申請書の作成に取り組めました。申請書作成にあ
たっては、魅力ある研究提案をすることが大事であ
ることを改めて学びました。また、頂いた金額の範
囲で購入できる物品の選定、年度終了時の報告書作
成など普段先生方が行っているような一連のプロセ
スを学生の時に体験できたことは大変有意義でし
た。

提案公募型国際セミナーでは太陽電池からパ
ワーデバイス、有機トランジスタまで幅広く国内外
の若手研究者を招き、学内と合わせて計 �� 件の発
表と大変活況のあるセミナーを開催できました。計
画から実施まで全て学生主体で行い、普段の発表す
る側では分からない運営側の苦労を経験できまし
た。特に海外の方と連絡を取り合い、物事を決めて
いく過程で苦労しました。自身の研究発表の場が
様々な方によって支えられていることを改めて実感
できました。

林　有吾
物質創成科学研究科

超分子集合体科学研究室

博士後期課程 2 年

バイザーとしてフランスエコールポリ
テクニーク、ポールサバチエ大学より
2 名ずつ、計 4 名を �� 月に招へいし、
学生評価を行っていただきました。4)
平成 24 年 �� 月 �-7 日、淡路島にて
学生が主体となって英語で中間審査会
を開催しました。�) キャリアパス支援
室を継続し、平成 24 年 7 月 23 日に
キャリアパス講演会を開催しました。
�) 平成 24 年 �2 月 �8-�9 日に学外
で FD 研修会を開催しました。

理
工
農
系
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京都大学　 採択年度 :平成19年

得します。

４） 国際的コミュニケーション能力、

研究・医療倫理、知的財産管理等を全

コース共通の集中講義により修得しま

す。

５） コース参加教員は各コース毎に

コース会議を組織し、学生の取得目標

の設定、技術指導・目標達成度のチェッ

ク、集中講義、先端セミナーなどを行

います。

■具体的な成果
１．研究初期の重要性の確認：従来

各研究室でのマンツーマン教育にまか

されていた研究導入を「実験ノートの

書き方」「実験計画」の講義を通して

補完しました。実際のノートを見せ、

実験の目的、方法、展望を自分の言葉

で記載し、それをもとに思考すること

を教え、実験開始時のテーマ理解、計

画の重要性、データ処理等を強調し、

学生が漫然と研究を開始することのな

いように指導しました。いささか泥臭

い講義と考えて始めましたが、共通

コース「研究入門」の重要性が認識さ

れました。

２．学生が教育コースの勧めるア

カデミックメディスンの方向性を理解

し、自分のキャリア形成過程をより早

期に自覚するようになりつつありま

す。初期半年間で研究室を決定する修

士課程学生が本コースを利用し客観的

情報を得るとともに、博士課程学生は

卒業後の分野選択に関して他分野の動

向に敏感になりました。

３．大学院説明会、上級生からの情

報伝達、ウェブページの充実等により、

本大学院教育コースの存在が学生間に

十分に浸透しました。また、教授らが

研究人生を率直に語り、大学院生が研

究開始初期に研究分野の見通し、動向

の重要性を意識する視野を得て、たこ

つぼ教育からの意識脱却が着実に進み

ました。さらに、他教室の学生・教員

と語り合うことにより、より積極的な

研究思考が芽生えました。他大学、他

機関からの本コースの実態に対するセ

ミナー依頼が増加するなど、国内から

も注目されました。

４．共通導入コース「ライフサイエ

ンスの潮流」はサイエンスを点ではな

く流れとして捉えることを学び、自分

の研究の歴史的位置づけを考える能力

を修得してもらうために企画し、好評

を博しました。低学年生には研究テー

マ決定の参考に、高学年生には自分の

研究の展開を考える上で貴重な機会と

■プログラムの概要
１） 医学博士課程（４年一貫性）を

従来の「大学院専門分野」に加えて、

基礎系・臨床系・社会医学系を横断す

る１２（平成２１年度より１１）の「大

学院教育コース」を系統的な教育ユ

ニットとして設置し、今日の医学研究

者に必要とされる幅広い素養・自主性・

知識・技術の系統的な修得に備えます。 

大学院生は１つの専門分野に所属し研

究するとともに、指導教員とともに研

究テーマに関連のあるいずれかのコー

スに参加します。これにより徹底した

個人指導とともに普遍性かつ広範な知

識と技術を修得し、新たな視点の導入

や共同研究の可能性など異なった視点

からの研究展開も検討されるようにな

ります。

２） １１の大学院教育コースでは、

所属分野で取得不可能な技術を参加教

室での実習ローテーションにより取得

するとともに、定期的に開かれるコー

スミーティング（研究会）で研究成果・

経過を発表し、相互討論を行い、コー

スに参加している他分野の教員より助

言を受けます。すなわち、学生の自主

性に従って随時必要な視点からの適切

なアドバイスが受けられます。

３） 指導的研究者育成をめざす本研

究科の目的に基づき、学生は、これ

らの場である各コースの研究発表会・

ミーティングやプログラム作成などに

あたり、自主的な教育・運営能力も習

医学研究科医学専攻

医 療 系

病理形態・病態医学コースでは組織標本作成染色
の実習、遺伝子改変マウスなどの動物実験を開催。

医
療
系

共通・分野別教育統合による医学研究者育成
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■学生の声

［参画研究科・専攻等］

医学研究科医学専攻

［プログラム担当者数］

（専任教員）　　�2 名

（非常勤教員） 　　4 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
延べ �,028 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
延べ 2,�7� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�39 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
428 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : コースワークの充実・強化
　大学院生の主分野を１１のコースに組み分
けし、いずれかのコースでの単位取得を課
し、大学院生時代に獲得すべき技量、学ぶべ
き知識と将来の展望を吟味する事を目指しま
した。本コースに特徴的な横断型研究の重要
性が学生によく理解されました。

なりました。

５．教育コースを通した研究活動情

報の共有化による教室間の共同研究の

活発化と自己実験データの検証：コー

スミーティングや合宿を通して、教員

援にもなっています。

６．国際コミュニケーションの重要

性の浸透：研究開始早期でのプレゼン

テーションを促すことによりその技術

が向上し始めました。コースミーティ

ングでの英語での研究成果の発表、討

論、その重要性についての理解が向上

しつつあります。

同士の話し合いが進み、他教室の大学

院生との間で実験プロトコールの照合

など、実験データの自己検証について

相互点検の意識が芽生えました。多忙

な臨床系若手教員クラスへの刺激と支

遺伝・ゲノム医学コースを主体にバイオイン
フォマチックスと統計遺伝学の実習を開催。

医学部卒業後 � ～ 8 年程度の臨床経験を経てか
ら大学院での研究に入ることが多い消化器内科で
は、研究のバックグラウンドとなる基礎医学から離
れていた期間が非常に長く、また肝、胆膵、消化管
といった大きく性質の異なる専門分野に分かれるこ
とから、基礎～臨床医学まで俯瞰的な視野に立って
研究を始めることがやや困難です。大学院教育コー
スは、他科や基礎研究者の先生方に自らの研究の方
向性について広くアドバイスを頂ける貴重な機会で
した。

大学院教育コース（免疫・アレルギー・感染コー
ス）にアシスタントコーディネータとして運営にも
関わりながら参加させていただきました。ミーティ
ングや合宿では、自然免疫から獲得免疫、免疫系が
関与する疾患まで様々なテーマが扱われ、視野を広
く持ってそれぞれの研究の最前線を学べ、有意義な
時間を過ごせました。また、研究室の枠を越えた研
究発表やディスカッションを通じて切磋琢磨し、交
流を深めることができる貴重な場ともなりました。

私は、遺伝・ゲノム医学コースに２年間参加し
ました。このコースでは、毎年初回にコース登録者
のバックグラウンドと学習のニーズを調査するな
ど、参加者に合わせてより役立つように工夫されて
いると思いました。私の場合、１年目には分野の全
体を網羅する幅広い内容の講義を中心に構成されて
いて、２年目には参加者からの希望を募って選んだ
論文の輪読会形式だったため、ちょうど「一般・基
本→ 応用・実践」という流れで学習でき非常に有
意義でした。

佐藤　郷介
医学研究科医学専攻

博士課程４年

恵荘　裕嗣
医学研究科医学専攻

博士課程３年

奈良原　舞子
医学研究科医学専攻

博士課程３年

学生はいずれかのコースに参加し、研究テーマの展開に伴い他コースの参加も可能。コースで討論し
個々の分野では得られない技術および助言を受けます。

医
療
系
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筑波大学　 採択年度 :平成20年

リサーチコース）をそれぞれ設け、講
義や実習補助、キャリアパス合宿の企
画・運営を実施することで自立性が涵
養できました。平成 2� 年度から大学
院教育企画評価室を新設し、医学系教
員のファカルティ・ディベロップメン
ト（FD）活動等を通じて、学位審査
基準、シラバスの改変、成績評価基準
等のブラッシュアップを行い、教育シ
ステムが強化されました。国内外での
自立型学外学修事業、国立台湾大学へ
の短期派遣留学、インターネット回線
を使った筑波大学と国立台湾大学のロ
ングディスタンスレクチャー、ベトナ
ム協定締結組織とのデュアルマスター
ディグリー制度および海外研究協力イ
ンターンシップを拡充し、留学生と日
本人学生が共に英語で学べる環境を整
え、『海外武者修行型学修』を実施し
て国際性を飛躍的に向上させる大学院
教育を推進しました。

平成 2� 年度にベトナム・ホーチミ
ン市の Institute of Tropical Biology
内に海外拠点事務所を開設しました。
平成 22 年度につくば国際会議場に
て、ボルドー第 2 大学、国立台湾大
学、エジンバラ大学およびベトナム国
家大学ホーチミン校の 4 校から研究者

および大学院生を招聘して Leading 
Graduate Schools International 
Conference を開催し、世界規模の協
定締結および海外拠点の拡充を進めま
した。

■継続・展開状況
大学院教育に要求されている“国際

通用性”や“コミュニケーション能力”、
“社会ニーズ対応能力”は、本プログ
ラム事業で実施した『武者修行型学修』
によって涵養することが可能であり、
現代大学院教育を先導するプログラム
のひとつと言えます。本プログラムで
開始した、フロンティア医科学専攻と
ベトナム・ホーチミン市の大学大学院
との間での「デュアルマスターディグ
リー制度」は、後に医学系博士課程専
攻と国立台湾大学大学院との間での交
流協定の締結に発展し、エジンバラ大
学やボルドー第 2 大学等、欧米を含め
た他の大学とも学生交流と研究交流を
実施する協定を結びました。このよう
な制度の構築に伴って、本大学のフロ
ンティア医科学専攻および医学系博士
課程専攻と海外のこれらの大学の双方
の教育プログラムを互換性のあるもの
へと再構築しており、これにより、国
際通用性からさらに一歩進んだ段階の

“国際的互換性教育システム”へと脱
皮できることが期待されます。さらな
る海外交流の発展を鑑みて、Leading 
Graduate Schools International 
Conference を毎年つくば市の国際会
議場で開催しています。

本教育プログラムの支援期間中およ
び終了後も、本事業で構築した大学院
教育システムを継続・発展させ、それ

■プログラムの概要
本プログラムでは、多分野で活躍

できる医療人を育成するために、本学
大学院の医学系教育の原点回帰と再生

（ルネサンス）に取組み、医学系 2 専
攻の大学院生進路に応じたインテンシ
ブ・リサーチコース、クリニカル・リ
サーチコース、パブリック・リサーチ
コースの 3 つのコースを設定しまし
た。学生に対する修業上の支援として、
それぞれのコース毎にティーチング
フェロー（TF）制度、クリニカル・リ
サーチアシスタント（CRA）制度およ
びキャリアパスオーガナイザー（CPO）
制度を設けました。アジア地区の協定
締結校の大学院修士とフロンティア医
科学専攻とのデュアルディグリー制度
も導入しました。大学院生のキャリア
パスを広げる目的で、産・官との連携
教育を拡充し、海外拠点活動を含む国
際化教育を発展させました。

■具体的な成果
当該プログラムのルネサンスオフィ

スおよびホームページ（http://www.
md.tsukuba.ac.jp/renais/main.
htm）を立ち上げ、本事業内容を国内
外に発信しました。イニシエーション
セミナー（キャリアパス合宿等）、教
育経験を積む医科学教育実習（インテ
ンシブ・リサーチコース受講者必修）
や OJT 方式で臨床研究の探索を学ぶ
臨床研究方法論（クリニカル・リサー
チコース受講者必修）等の新設科目を
導入してコースワークの充実を図りま
した。TF（インテンシブ・リサーチコー
ス）、CRA 制度（クリニカル・リサー
チコース）および CPO（パブリック・

人間総合科学研究科疾患制御医学専攻

医 療 系

平成 22 年度キャリアパス合宿
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■学生の声

［参画研究科・専攻等］

人間総合科学研究科・疾
患制御医学専攻、生命シ
ステム医学専攻、フロン
ティア医科学専攻

［プログラム担当者数］

（専任教員）　 320 名

（非常勤教員）      0 名  

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
4�9 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 �,28� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
��0 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
32� 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 学修・研究環境の改善

先行プログラムである魅力ある大学院教
育イニシアティブ『世界基準を体感する武者
修行応援プログラム』を発展するために、英
語で学ぶ環境をさらに改善し、海外武者修
行型学修を推進することで国際的な視野を拡
げ、国際性の日常化を目指します。

ぞれの海外連携教育研究拠点の特性を
活かした活動を実施しています。例え
ば、インターナショナルオフィスおよ
び Medical English Communication 
Center を医学系で独自に開設し、�）
2� 世紀東アジア青少年大交流計画（メ

の優先配置を行う特別プログラム等の
支援により、サマースクールへの相互
学生派遣、大学院生および若手研究者・
教員の中長期海外派遣、ベトナムの大
学、研究機関との協力による「適正技
術教育プログラム」、距離的に至近な
利点を活かした国立台湾大学との「国
際共同学位プログラム」の形成、欧米
の連携教育研究組織との「研究ベース
の協働教育プログラム」の構築、およ
び留学生の獲得を実施しています。

コン河流域国の環境医学スペシャリス
ト育成プログラム）、2）頭脳循環を
活性化させる若手研究者海外派遣事
業、3）組織的な若手研究者海外派遣
事業およびヒューマンバイオロジー学
位プログラム、4）国費外国人留学生

ベトナム・ホーチミン市の熱帯生物学研究所にて
筑波大学学生の指導による分子生物学実習

本プログラムでは、海外ラボローテーション、発展途上国における適正技術教
育など世界のフィールドの中で、研究に限らず様々なことにチャレンジする機会
があります。私は昨年、適正技術教育という科目の中で、発展途上国である東ティ
モールへ渡航し、現地のニーズに合う製品の提案・作製からビジネスへの発展と
いう一連のプロセスを、多様な分野の人が集まるチームの一員として体験するこ
とができました。普段の研究の中では学べない様々な学問や、多様なバックグラ
ウンドを持ったチームの重要さを実感したと同時に、世界をフィールドとした学
習の中で、自分の立ち位置や、今後、自分に何が出来るかを考えるとても良い機
会となりました。

私は、組織的な若手研究者海外派遣事業によりシンシナティ大学医学部環境
健康学研究室に 20�2 年 8 月 � 日から � ヶ月間留学を致しました。これにより、
私の研究は進展し、当該研究分野の動向についても知ることが出来ました。金銭
面等の問題から留学は簡単に出来ないと思うので、何か目標があり、研究を高め
たいと思う学生にとって素晴らしい事業だと感じました。関係者の皆様には深く
感謝しております。所属研究室の教授の理解・承認が得られれば、積極的にこの
ような事業を利用するべきだと思います。また、筑波大学の学生として派遣され
たので、後輩の指導等に少しでも自分の経験が活かせて、大学に貢献できればと
考えております。

三浦　悠樹
グローバル教育院

ヒューマンバイオロジー学位プログラム

２年

安孫子　ユミ
人間総合科学研究科

生命システム医学専攻（一貫制博士課程）

４年

個性とキャリアを繋ぐ教育プログラムの実施計画の概要

医
療
系
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東京医科歯科大学　 採択年度 :平成20年

プ は 定 期 的 に Research progress 
meeting を開いて研究進行状況を確認
し、テーマのブラッシュアップと研究
指導の方向性について指導します。

■具体的な成果
コース特論に関しては平成 2� 年度

入学の歯学系大学院生のうち �0％が
選択しています。講義内容については
過去に履修した大学院生からは高い評
価を得ている他、大学院生以外の聴講
者からも好評を得ています。また、知
財、倫理などの講義など重要である
にもかかわらず興味を引きにくい講
義についても、単位化されたことで
以前に比べて履修率並びに出席率が向
上しました。3 人指導体制では、全大
学院生に対して 3 名の指導教員との
Research progress meeting を年 2
回実施する体制を継続しています。現
在、全ての大学院生について、2 年生
の間にテーマ及び 3 人の指導教員が決
定されています。報告書提出率から、
コース特論を履修しているか否かにか
かわらずミーティング実施率は �0 ～
70%と考えられます。3 人指導体制に
より、大学院生の研究進捗状況が確認
でき、かつ基礎・臨床両方の分野を含

む複数の指導教員の意見が得られ、研
究の質の向上につながっているものと
考えています。研究の質の向上につい
ては、(�) 学位論文のインパクト・ファ
クター平均値、（2) 大学院生の学術振
興会特別研究員の採用数、(3) 修業年
限内に学位を取得した学生の割合、の
3 つを評価項目として設定しました。
3 項目とも本プログラム開始前と比べ
て増加傾向にあります。また、複数指
導体制に若手教員を登用することで若
手教員の研究能力、指導力もレベル
アップしています。

■継続・展開状況
補助事業期間終了後も学長裁量フォ

ローアップ経費により、コース特論
及び 3 人指導体制による Research 
progress meeting を 継 続 し て い ま
す。また、HP、ポスター、ガイダン
ス、案内資料の送付など様々な方法
でプログラム内容の周知に努めていま
す。コース特論については毎年内容を
見直しています。各コースの講義内容
の見直しに留まらず、平成 24 年度か
らは共通授業に「論文作成に必要な基
礎知識」を増設し、平成 2� 年度から
は英語コースを設置するなど、常に改
善に取り組んでいます。特に英語コー
スの設置により、日本語の理解が困難
であった留学生にも受講してもらえる
ようになりました。コース特論の講義
は聴講自由としており、単位取得済み
の学生や教員など多くに参加してもら
うことで、講演者、特に若手教員がよ
り意欲的に取り組み、講義内容が一層
向上していくことが期待されます。も
うひとつの要素である 3 人指導体制に

■プログラムの概要
東京医科歯科大学大学院医歯学総

合研究科（歯学系）に所属する全大学
院生の研究能力のレベルアップを目指
し、新たなコースワークを構築しまし
た。従来の分野における臨床教育、基
礎教育に加え、基礎・臨床融合型教育
研究システムを構築するとともに、国
際化支援を行い、優れた研究能力を備
えた臨床歯科医等の育成、臨床指向
型研究分野で世界をリードする研究
者の育成を行っています。本プログラ
ムは大きく分けてコース特論と 3 人
指導体制による Research progress 
meeting の 2 つの要素から成り立って
います。プログラム・コーディネーター
のもと、コース特論として「口腔化学・
機能コース」、「健康科学コース」、「発
生・再構築学コース」、「組織材料工学
コース」の 4 コース及び平成 2� 年度
には「英語コース」を大学院医歯学総
合研究科（歯学系）に開設し、単位化
しました。コース別授業では、それぞ
れの研究領域におけるトピックスにつ
いて、基礎研究から臨床応用への可能
性、基礎研究の産業化等についてその
研究手法とともに理解することを目指
します。コース特論ではコース別授業
の他、共通授業として「知的財産関連
授業」、「生命倫理関連授業」、「論文作
成に必要な基礎知識」を行い、研究の
遂行上理解しておくべき基礎事項につ
いて学びます。並行して 3 人指導体制
による Research progress meeting
を行います。大学院生の研究テーマが
決まると、複数指導教員 3 人が決定さ
れますが、この時、必ず基礎と臨床の
教員を含むようにします。このグルー

医歯学総合研究科・医歯学系専攻（医歯学総合研究科・顎顔面頸部機能再建学系専攻、平成 24年 4月 1日改組）

医 療 系

大学院生は 4 つのコースのいずれかを選択し、受
講します。
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歯科医学における基礎・臨床ボーダレス教育
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■学生の声

［参画研究科・専攻等］

医歯学総合研究科・医歯

学系専攻

［プログラム担当者数］

（専任教員）　 ��3 名

（非常勤教員） 　�0 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
300 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
実人数 ��� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
�2� 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
394 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : コースワークの充実・強化

従来の分野における臨床教育、基礎教育
に加え、基礎・臨床融合型教育研究システム
を構築し、優れた研究能力を備えた臨床歯科
医を育成すること及び臨床指向型研究分野で
世界をリードする研究者を育成することを目
標としています。

ついては、本プログラムを全学的に普
及させることを目指して活動を続けた
結果、医学系、生命理工学系において
も複数指導体制が採用されており、そ
れぞれの状況に応じて若干の変更が加

生を担当する教員の負担が大きいこと
などが挙げられていました。解決策と
して、ミーティング実施時期について
は厳格化しない、若手教員を登用する
ことで特定の教員に負担が集中するこ
とを避ける、などの対応をとっていま
す。今後は、本プログラムに参加して
講義を行ったり大学院生の指導を担当
することが、教員の実績として学内で
の評価アップにも繋がるようにするこ
とも重要と考えています。

えられ、柔軟な対応がなされています。
本プログラムの、特に 3 人指導体制
の問題点としては、3 名の指導教員と
学生とでミーティングの日程を調整す
るのが困難であること、多数の大学院

年 2 回、主・副 3 名の指導教員と Research progress 
meeting を開き、研究の進捗状況を報告します。

コース特論の授業には、自身の研究に関連のあ
る基礎系分野の内容が含まれており、臨床系分野の
私にとって、新たな知識を広げる貴重な機会とな
りました。また半年に一度の Research progress 
meeting では、自分と同じ研究分野に精通した教
員の方々から様々な助言を頂けます。このことによ
り、普段の教室内のみの議論では狭くなりがちな視
野が広がり、新たな問題提起により計画を見直しな
がら研究を進めることができています。

私は工学系に所属し、医歯工学関連の研究に携
わっています。授業では組織材料工学コースを選択
し、異なる分野の先生から幅広い知識を得ることが
できました。また、Research progress meeting
では、私は生物系と臨床系の先生にご指導をお願い
しました。他分野の先生方から日頃気付けなかった
点を指摘していただくことで、とても有意義なミー
ティングを行えました。本プログラムを通じて、医
歯工領域の境界を跨いだつながりの大切さを感じま
した。

研究テーマを絞る段階からミーティングを行い、
� 年生のうちに歯科医療職の協働というテーマに決
定しました。調査票作成段階では、対象者である開
業医の先生方が回答しやすいように、臨床系の先生
から質問内容についてご指導頂きました。結果の分
析段階では、異なる分野の先生と議論を深めること
で、研究を多角的に見つめるきっかけができました。
コース授業で海外の歯科医療への関心も高まり、3
年次にはモンゴルに短期研修に行きました。

中村　奈緒子
医歯学総合研究科
機能材料学分野

3 年

平山　大輔
医歯学総合研究科

全部床義歯補綴学分野

３年

室賀　麗 
医歯学総合研究科

歯学教育開発学分野

4 年

コース特論、3 人指導体制による Research progress meeting を柱とし、分野における教育に加え、
基礎・臨床融合型教育研究を可能としました。

医
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長崎大学　 採択年度 :平成21年

たる、フィリピン、ベトナムの協力病
院での臨床研修・研究活動を組み入れ
ました。

■具体的な成果
（１）オンライン臨床症例講義

以前は、当大学が持っていた過去
の事例紹介がほとんどで、毎年ほぼ同
じものを繰り返し使用していました。
20�0 年からは、フィリピン、ベトナ
ムの 2 病院の協力を得て、毎年 4 月
から � 月までの講義期間中、毎週木曜
日の午後の 90 分間で、リアルタイム
にそれぞれの国から症例発表をしても
らっています。そのすべての症例が、
フィリピン、ベトナムでつい最近診察
したという新しい症例であり、実際に
患者さんを診察した主治医が紹介をし
ています。

紹介される例が単なる教育教材では
なく、実際に最近入院した生身の患者
であるため、より身近かつ真剣に臨床
事例に向かうことができるようになり
ました。また、それぞれの国柄による
治療方法の違いなどについて自分の持
つ「医療常識」が通じない場面もあり、
各地域固有の事情があることを実感す
る機会ともなっています。

（２）海外臨床研修・研究
20�0 年 度 か ら 20�3 年 度 ま で 9

名の日本人学生、20�3 年度からは 4
名の留学生も含め、計 �3 名が各自の
研究期間中に最大 4 ヶ月間、フィリピ
ン、ベトナムの協力病院、また、留学
生の場合は自国に戻っての研究活動を
行うことができました。
　＜研究で臨床を- 「臨床経験値の増加」＞

当プログラム導入前も、海外途上国
での診療経験を増やす目的で、約 4 週
間の海外病院での臨床研修を義務づけ
ていました。しかしその内容はややも
すると病棟や外来の回診見学、症例検
討会への参加などに限定され、直接患
者を責任を持って診察することは困難
でした。

今回、研究の一環として、定期的に
病棟を訪問し、患者の診察、病歴聴取、
同意を得ての研究用検体を採取する作
業等を通して、より深く個々の患者の
診察、治療内容に関わり、臨床経験を
深めることができました。
　＜臨床医から研究者へ - 「研究経験値の
増加」＞

多くの学生が、「入学当初は臨床活
動にだけ関心がありました。でも、こ
の海外臨床研修・研究を通して、現場
の医学的問題の解決につながる病態、
疫学、治療に関する研究への意欲が高
まりました。」と述べ、実際、博士課
程に進学した数が 7 名中 4 名に達しま
した。日本の医療従事者による世界へ
の貢献の一つとして、臨床に直結した
研究分野を極めることも重要であり、
その人材を輩出することが、このプロ
グラムを通して可能になっていること
がうかがえます。

■プログラムの概要
＜熱帯病の診療も研究もできる医師を
めざして＞

長崎大学では、途上国での熱帯医学
の現場の診療に役立つ知識、技術、さ
らには国際環境下でのリーダーシッ
プも持った医師の養成が必要と考え、
2008 年、臨床経験 2 年以上の医師（日
本人、外国人）を対象に、熱帯医学専
攻（修士課程）を開設しました。講義
がすべて英語で行われるというこの
コースは、単に診療ができるだけでな
く、途上国にある保健医療課題に対し
て解決方法を見つけるという研究者と
しての基本的な能力を身に付けること
も目的としています。
＜２つの課題＞

しかし、数年するうちに、２つの課
題があることが分かりました。まず、
臨床現場での診断治療能力を上げるた
めに必須の熱帯病の実際の症例を検討
する機会が少ないこと、また特に日本
人学生にとって、海外の熱帯病が普通
に診られる現場を足場にした研究活動
の場がないという点でした。
＜２つの解決方法＞

この２つの課題に対して、GP 教育
プログラムの中に次のような解決方法
を組み込みました。
（１）オンライン臨床症例講義
まず、熱帯病の蔓延する現場の病院

からテレビ会議システムを使ってリア
ルタイムに毎週一回、ある患者さんの
来院から診断、治療に至るまでの経過
をクイズ形式で学んでいく臨床症例検
討授業を始めました。
（２）海外臨床研修・研究
また、日本人学生の現場経験不足の

解消のために、3 ヶ月から 4 ヶ月にわ

医歯薬学総合研究科熱帯医学専攻

医 療 系

オンライン臨床講義：ベトナム　バクマイ病院医師によ
る症例発表を聞く学生たち（20�3 年 � 月 �� 日）
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■学生の声

［参画研究科・専攻等］

医歯薬学総合研究科熱帯
医学専攻

［プログラム担当者数］

（専任教員）　  �� 名

（非常勤教員）     43 名  

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の参加学生数］
�3 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の参加学生数］
37 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間最終年度の修了学生数］
9 名

［参画研究科・専攻等の補助事業期間3年間の修了学生数］
27 名

［特記事項］
特に取り組んだ項目 : 学修・研究環境の改善

熱帯感染症専門医に必須である現地の臨
床症例を知る機会として、オンライン臨床症
例講義を、フィリピン・ベトナムの病院から
リアルタイムで行いました。また、上記病院
での最大 4 ヶ月の臨床研修・研究を行うこ
とができるような環境を整備しました。

■継続・展開状況
（１）オンライン臨床症例講義

20�� 年 度 終 了 後 の 20�2 年 度、
20�3 年度もそれまでと同様の頻度、
新鮮さで講義を続けています。当大学
側に、臨床経験豊かな調整役のファシ

国医療の実際に触れることを目的の一
つにしていました。補助事業期間終了
後は、日本人学生に加えて、学内のイ
ンターンシップ支援基金を活用して、
外国人学生にも海外での臨床研究の機
会を与えました。これにより外国人学
生は、長崎で学んだ知識、技術を活か
して、より身近な自国の保健医療問題
の研究テーマを選ぶことができるよう
になりました。（学生の声参照）

リテーターの医師を置き、事前の発表
打合せを �、2 回は行いながら、学生
にとってより効果的な学習となるよう
に工夫しています。

（２）海外臨床研修・研究
当プログラムは、日本人学生が途上

海外臨床研修・研究：フィリピン　サンラザロ病院の症例
検討会での学生研究発表 (20�0 年 �2 月 �� 日）

This is the fi rst experience for me to conduct a medical study. 
After I learned the important processes of formulating a study 

in Nagasaki, the study was carried out in a regional hospital in 
Afghanistan. I achieved to enroll more than �00 children with diagnosis 
of pneumonia. Now I am analyzing collected samples and data. This will 
be one of the fi rst researches which provides useful information for the 
prevention and treatment of childhood pneumonia in Afghanistan. 

I am deeply grateful for the support of my supervisor, Prof. Koya 
Ariyoshi, Head of the Department of Clinical Medicine, NEKKEN. 

私は、マニラにある国立の感染症専門病院で結核に関するリサーチを行いまし
た。渡航前には、臨床研究に必要な講義を受け、指導教員との協議を経て研究計
画書を作成しました。現地到着後、研究協力者全員の前で英語での発表を行い、
現地倫理委員会の承認を受けた後、研究を開始しました。研究中、長崎とのテレ
ビ会議で指導教員と綿密に相談を行いつつ予定した症例数を集め、帰国後はデー
タの解析を行っています。現地では、日本では見られない感染症とそのマネジメ
ントも学び、さらに帰国後のオンライン講義では、上記病院やベトナムの病院か
らの症例発表が行われ、さらに疾患の詳細を深く学びました。

� 年間で、研究と臨床を同時に学ぶことのできる素晴らしいプログラムだと思
います。

ラーマン　ビルディ　ザビフラー
医歯薬学総合研究科熱帯医学専攻

修士課程 � 年

阪下　健太郎
医歯薬学総合研究科熱帯医学専攻

修士課程 � 年

オンライン臨床講義と海外臨床研修・研究が加わることで、臨場感溢れる授業となり、また海外での
臨床・研究の能力や意欲を高めることができました。
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１　大学院学生の動向に係るデータ（事後評価の際の「大学院学生の動向等」資料より）

組織的な大学院教育改革推進プログラムに採択され事後評価を行った各教育プログラムを対象

として、採択前年度から補助事業期間中までの各項目のデータを集めました。

各数値は、教育プログラムを実施した専攻等（プログラムを申請した際の組織単位）について、

関係する全ての専攻の数値を合算したものです。

（1）学位授与率の変化

博士前期課程の場合においては、当該年度の学位授与数を標準修業年限前（年度末から２

年前）の入学者数で割った数値、博士後期課程においては、当該年度の課程博士授与数を標

準修業年限前（年度末から３年前、医・歯・獣医学は４年前、５年一貫性の場合は５年前）

の入学者数で割った数値を示しています。
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（2）学会発表数の変化

各数値は、教育プログラムに参加した専攻の博士前期及び後期課程学生の国内及び海外で

の学会発表数を示しています。なお、教育プログラムに複数の専攻等が参加した場合は、そ

の全ての専攻等の博士前期及び後期課程学生の学会発表数を合計しています。
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（3）論文発表数の変化

各数値は、教育プログラムに参加した専攻の博士前期及び後期課程学生の論文発表数を示

しています。なお、教育プログラムに複数の専攻等が参加した場合は、その全ての専攻等の

博士前期及び後期課程学生の論文発表数を合計しています。
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（4）インターンシップ数の変化

各数値は、教育プログラムに参加した専攻に所属する博士前期及び後期課程学生に、国際

性を身に付けさせること、実務を学ばせることや最先端の研究を体験させること等を目的と

して、国内又は海外の企業等へ１か月未満及び１か月以上派遣した人数を示しています。
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2　事後評価後に実施したアンケート結果 ( 各年度に実施したアンケート結果より ) 

（1）アンケートの概要
平成 �9 年度から平成 2� 年度に採択され、3 年間の補助事業期間を終えた教育プログラ

ムを対象として、 アンケートを実施しました。以下のデータは、3 年度分のアンケートの取
りまとめ結果です。 

取組の実施に当たり「特に効果的であり改善に資した事例」及び「取組を進めるに当たり
困難であった事例」について、以下の選択項目から、それぞれの要素を含む項目を選択する
方式で回答してもらいました。「特に効果的であり改善に資した事例」及び「取組を進める
に当たり困難であった事例」、また大項目 (A ～ F)、小項目 ( ①～⑥ ) のどれに該当する事例
が多かったか ( 少なかったか ) を見ると、本事業の成果や取組に当たり注意すべき点がわか
ります。( アンケートの詳細については、各年度のアンケート結果をご参照ください。) 

( 選択項目 ) 
A. コースワークの充実・強化 

①人材養成目的に沿った科目構成の整理 
②分野横断的な科目群、副専攻科目群等の充実 
③国内外の大学との単位互換協定やダブル・ディグリー等による教育課程の充実 
④社会人、留学生、他分野・他大学からの多様な大学院生に対応した基礎学力補完教育の実施やカリキュ

ラムの提供 
⑤他分野の大学院生との共同研究の実施 
⑥その他 

B. 円滑な学位授与の促進 
　①複数教員による多面的な指導体制の整備 

②厳格な成績基準と評価基準の設定や学位授与プロセスの明確化 
③論文作成支援の充実 
④多様な学生に対する長期履修制度や早期修了制度の導入 
⑤ポートフォリオ等を活用した到達度の把握と研究指導の充実 
⑥その他 

C. 教員の教育・研究指導能力の向上のための方策 
① FD 体制の整備充実 
②大学院生や教員相互のピアレビューでの授業評価による教育指導の改善 
③教育効果・成果についての検証と教育プログラムを改善するシステムの構築 
④その他 

D. 産業界、地域社会等多様な社会部門と連携した人材養成機能の強化 
①国内外におけるインターンシップ・フィールドワークの充実 
②産業界等、社会のニーズと大学院教育のマッチングを図るための企業等との教育連携 
③キャリアパス形成を支援するための体制整備や、社会的・職業的自立に向けた情報提供 
④その他 

E. 学習・研究環境の改善 
① TA・RA 制度による修学上の支援 
②国内外の学会発表、実習等に対する経済的支援の充実 
③昼夜開講、休日開講などによる社会人学生等への履修上の配慮 
④ ICT 技術を利用した遠隔教育の推進 
⑤その他 

F. その他 
①大学院生・研究者等の積極的な受入・派遣等 
②国際シンポジウム等の開催 
③積極的な情報提供体制の確立 
④その他 
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（2）項目別回答数（大項目）

特に効果的であり改善に資した事例

Ａ．コースワークの充実・強化
　　195件 ,34%　

Ａ．コースワークの充実・強化
　　82件 ,28%

Ｅ．学習・研究環境の改善
　　112件 ,19%

Ｆ．その他
　　91件 ,16%

Ｄ．産業界、地域社会
　　等多様な社会部門
　　と連携した人材養
　　成機能の強化
　　48件 ,16%

Ｂ．円滑な学位
　　授与の促進
　　45件 ,15%

Ｃ．教員の教育・研究
　　指導能力の向上の
　　ための方策
　　42件 ,14%

Ｄ．産業界、地域社会等
　　多様な社会部門と
　　連携した人材養成
　　機能の強化
　　84件 ,15%

Ｂ．円滑な学位
　　授与の促進
　　69件 ,12%

Ｅ．学習・研究
　　環境の改善
　　41件 ,14%

Ｃ．教員の教育・研究
　　指導能力の向上の
　　ための方策
　　24件 ,4%

Ｆ．その他 
　　38件 ,13%

取組を進めるに当たり困難であった事例

※ 100％＝ 575 件

※ 100％＝ 296 件
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（3）項目別回答数（小項目）

①「特に効果的であり改善に資した事例」

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①人材養成目的に沿った科目構成の整理

②分野横断的な科目群、副専攻科目群等の充実

③国内外の大学との単位互換協定やダブル・ディグリー等による教育課程の充実

④社会人、留学生、他分野・他大学からの多様な大学院生に対応した基礎学力補完教育の実施やカリキュラムの提供

⑤他分野の大学院生との共同研究の実施

⑥その他

①複数教員による多面的な指導体制の整備

②厳格な成績基準と評価基準の設定や学位授与プロセスの明確化

③論文作成支援の充実

④多様な学生に対する長期履修制度や早期修了制度の導入

⑤ポートフォリオ等を活用した到達度の把握と研究指導の充実

⑥その他

Ａ．コースワークの充実・強化

Ｂ．円滑な学位授与の促進

①ＦＤ体制の整備充実

②大学院生や教員相互のピアレビューでの授業評価による教育指導の改善

③教育効果・成果についての検証と教育プログラムを改善するシステムの構築

④その他

Ｃ．教員の教育・研究指導能力の向上のための方策

①国内外におけるインターンシップ・フィールドワークの充実

②産業界等、社会のニーズと大学院教育のマッチングを図るための企業等との教育連携

③キャリアパス形成を支援するための体制整備や、社会的・職業的自立に向けた情報提供

④その他

Ｄ．産業界、地域社会等多様な社会部門と連携した人材養成機能の強化

①TA・RA制度による修学上の支援

②国内外の学会発表、実習等に対する経済的支援の充実

③昼夜開講、休日開講などによる社会人学生等への履修上の配慮

④ICT技術を利用した遠隔教育の推進

⑤その他

Ｆ．その他

①大学院生・研究者等の積極的な受入・派遣等

②国際シンポジウム等の開催

③積極的な情報提供体制の確立

④その他

Ｅ．学習・研究環境の改善

83件

55件

13件

16件

8件

20件

26件

11件

17件

2件

10件

3件

12件

2件

8件

2件

56件

15件

9件

4件

11件

60件

8件

21件

12件

19件

47件

14件

11件
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②「取組を進めるに当たり困難であった事例」

0 5 10 15 20 25

17件

10件

14件

9件

12件

20件

12件

10件

11件

6件

22件

28件

11件

3件

12件

9件

16件

2件

4件

16件

11件

7件

2件

6件

3件

5件

2件

8件

8件

30

①人材養成目的に沿った科目構成の整理

②分野横断的な科目群、副専攻科目群等の充実

③国内外の大学との単位互換協定やダブル・ディグリー等による教育課程の充実

④社会人、留学生、他分野・他大学からの多様な大学院生に対応した基礎学力補完教育の実施やカリキュラムの提供

⑤他分野の大学院生との共同研究の実施

⑥その他

①複数教員による多面的な指導体制の整備

②厳格な成績基準と評価基準の設定や学位授与プロセスの明確化

③論文作成支援の充実

④多様な学生に対する長期履修制度や早期修了制度の導入

⑤ポートフォリオ等を活用した到達度の把握と研究指導の充実

⑥その他

Ａ．コースワークの充実・強化

Ｂ．円滑な学位授与の促進

①ＦＤ体制の整備充実

②大学院生や教員相互のピアレビューでの授業評価による教育指導の改善

③国内外の大学との単位互換協定やダブル・ディグリー等による教育課程の充実

④その他

Ｃ．教員の教育・研究指導能力の向上のための方策

①国内外におけるインターンシップ・フィールドワークの充実

②産業界等、社会のニーズと大学院教育のマッチングを図るための企業等との教育連携

③キャリアパス形成を支援するための体制整備や、社会的・職業的自立に向けた情報提供

④その他

Ｄ．産業界、地域社会等多様な社会部門と連携した人材養成機能の強化

①TA・RA制度による修学上の支援

②国内外の学会発表、実習等に対する経済的支援の充実

③昼夜開講、休日開講などによる社会人学生等への履修上の配慮

④ICT技術を利用した遠隔教育の推進

⑤その他

Ｆ．その他

①大学院生・研究者等の積極的な受入・派遣等

②国際シンポジウム等の開催

③積極的な情報提供体制の確立

④その他

Ｅ．学習・研究環境の改善
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